
アジア 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

日 本 

国の概要 

面積 378,000 km² 

人口 1 億 2330 万人 

首都 東京 

教育行政組織  

 国 文部科学省 

 地方 47 都道府県，地方自治体（約 1,718） 

教育課程基準 学習指導要領 

教科書制度  

 教科書の定義 

法律で定義されている。「小学校，中学校，義務教育学校，高等学校，中等教

育学校及びこれらに準ずる学校において，教育課程の構成に応じて組織排列

された教科の主たる教材として，教授の用に供せられる児童又は生徒用図書

であって，文部科学大臣の検定を経たもの又は文部科学省が著作の名義を有

するもの」（教科書の発行に関する臨時措置法第 2 条） 

 発行主体 主に民間の教科書発行者が発行。（2023 年度は 51 者） 

 
国定，検定，認

定などの制度 
国による検定制度がある。おおむね 4 年周期で検定が行われる。 

 
採択・選定など

の制度 

採択の権限： 
（義務教育諸学校） 

公立学校…学校を設置する市町村や都道府県の教育委員会 
国・私立学校…校長 

（高等学校） 
具体的な定めがない。公立の高等学校では，実際には所管の教育委員会が

採択。 

 

 
使用義務の有無 使用義務がある。（学校教育法第 34 条） 

 

 
有償・無償 義務教育の教科書は無償。高等学校は有償。 

 

 
給与・貸与 給与 

 教科書の特色 
児童生徒が持ち運ぶために大きさ，厚さがコンパクト。1 冊の単価は一般書

に比べて安価。 

デジタル教科書の状況 

デジタル教科書は検定済教科書の内容を電磁的に記録したもの。2019 年度か

ら教科書の使用義務に関わらず，教育課程の一部において通常の紙の教科書

に代えて使用できるようになった。教師が使うデジタル教科書は指導者用デ

ジタル教科書，児童生徒が使うものは学習者用デジタル教科書と位置付けら

れている。なお，紙の教科書をデジタル化したものに付随する教材をデジタ

ル教材と位置付けている。なお，学習者用デジタル教科書に関しては，2024
年から，小学校 5～6 年と中学校 1～3 年の外国語（英語）が全校に，算数・

数学が一部の学校に導入された。 



アジア 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

インド共和国 

国の概要 

面積 3,287,469 km² 

人口 14 億 3,807 万人（2023 年世銀資料） 

首都 ニューデリー 

教育行政組織  

 国 教育省 

 地方 
28 の州と 8 の連邦直轄地の教育局， 県， 地方自治体（4,510 の都市部自治

体と約 261,000 の農村部自治体） 

教育課程基準 
国立教育研究訓練協議会（NCERT）のナショナル・カリキュラム枠組み（2023）
が基本的な教育課程の基準となっており，これをもとに各州の教育当局がそ

れぞれのニーズに合わせて州のカリキュラム枠組みを策定。 

教科書制度  

 教科書の定義 

特に決まった定義はない。すべての教科書は，全インドレベルで重要な題材

を扱うとともに， 国内の多様な差異に配慮し， 各州や地域の文脈やニーズ

に応じた内容を含めることが目指されている。 

 発行主体 
連邦レベル：NCERT，州レベル：州教育研究訓練協議会（SCERT），試験委

員会など。このほか多数の民間出版社が教科書を発行。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

政府系学校では，概して連邦政府あるいは各州のカリキュラム設計機関

（NCERT， SCERT 等）の教科書が指定され（国定／州定制），私立学校では，

州や各学校の裁量で採択されてきた（州定／認定制）。しかし，国家児童権利

保護委員は，教育カリキュラムを統一するため，初等教育段階ではすべての学

校が，NCERT または SCERT の教科書を使用する義務があるとしている。 

 
採択・選定など

の制度 

インドでは，州，学校の種類，各学校が加盟する試験委員会の種類によって， 
各学校が使用・採択できる教科書が異なる状況が続いてきた。しかし，一部

の学校で，高額な民間出版社の教科書使用が強要され，経済的な被害を被っ

た家庭があったことが指摘され，教科書採択・選定の裁量が与えられてきた

私立学校は変化を迫られる見込みである。 

 使用義務の有無 

国家児童権利保護委員会の見解では，初等教育段階ではすべての学校が

NCERT または各州の SCERT の教科書を使用する義務がある。一方，中央中

等教育試験委員会（CBSE）は，同委員会加盟校におけるこれらの教科書の使

用を「義務」とはせず，「強く推奨する」立場を示している。 

 有償・無償 

おもに政府系学校の児童，被補助私立学校の児童，無補助私立学校に経済的

弱者層の特別枠で入学した児童については，義務教育（初等教育）段階の教

科書は無償。一般的には，民間出版社が発行する教科書は有償。 

 給与・貸与 給与・購入 

 教科書の特色 
政府が発行する教科書は， 民間出版社の教科書や一般書と比べて安価。各州

が発行する教科書の中には内容・体裁の質に問題があるものもある。 

デジタル教科書の状況 

NCERT は，NCERT のデジタル教科書（第 1〜第 12 学年までのすべての教

科）に加えて，補助教材，映像教材，オーディオブック，教員のためのガイ

ドや教材などをオンラインで無償提供する ePathshala（Pathshala はヒンディ

ー語で学校を意味する）を開発。2025 年現在，504 のデジタル教科書が

ePathshala に提供されている。 



アジア 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

インドネシア共和国 

国の概要 

面積 1,920,000 km² 

人口 2.7 億人 

首都 ジャカルタ 

教育行政組織  

 国 教育文化研究技術省，宗教省 

 地方 38 州 

教育課程基準 
カリキュラムに関する規定 幼児教育，小学校・中学校・高校教育のカリキ

ュラムに関する教育文化研究技術大臣規定 2024 年第 12 号 

教科書制度  

 教科書の定義 
教育図書には，教科学習図書である教科書，副読本，地域科読本と，教科外

学習用図書に分類されることが法令で定められている。 

 発行主体 政府機関および民間の出版社。 

 
国定，検定，認

定などの制度 
検定制度あり。 

 
採択・選定など

の制度 
地方により異なるが，多くが県・市の教育局が採択・選定する 

 使用義務の有無 使用義務あり。 

 有償・無償 無償 

 給与・貸与 給与が原則。 

 教科書の特色 A4 判。カラー印刷，一般書より安価。 

デジタル教科書の状況 
紙媒体の教科書が主流だが，政府発行の教科書は，PDF 版を無料でダウンロ

ードできるよう整備されている。 

 



アジア 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

カンボジア王国 

国の概要 

面積 181,035km² 

人口 1,728 万人（2024 年カンボジア国勢調査） 

首都 プノンペン 

教育行政組織  

 国 教育・青年・スポーツ省（MoEYS : Ministry of Education, Youth and Sport） 

 地方 地方教育行政機関を州・自治区（24）および郡（193）に設置 

教育課程基準 
教育・青年・スポーツ省のカリキュラム開発局による『普通教育と技術教育

のカリキュラム・フレームワーク』（2016）が基準となっている 

教科書制度  

 教科書の定義 法律による定義はないが，国が国定教科書を開発する 

 発行主体 

教育・青年・スポーツ省によって組織されたカリキュラム・教科書執筆委員

会が執筆し，半官半民組織である出版社（PDH : Publishing and Distribution 
House）が編集・製本・供給を行う 

 
国定，検定，認

定などの制度 
国定教科書。 

 
採択・選定など

の制度 
国定のため，採択・選定はない。 

 使用義務の有無 使用義務はない。 

 有償・無償 無償 

 給与・貸与 貸与（１年間），破れるなどで使用できなくなった場合は追加で供給される。 

 教科書の特色 

・各学年で１教科１種類の教科書 
・ほとんどが白黒印刷，表紙のみカラー 
・PDH の絵師によるイラストが多く掲載 
・教師が教授すべき事実的知識が掲載されたコンテンツ重視の教科書 

デジタル教科書の状況 
作成されておらず，紙媒体の教科書の使用が主流 
（現時点でデジタル教科書開発の動きはない） 

 



アジア 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

シンガポール共和国 

国の概要 

面積 735.7km²（2025年） 

人口 603.7万人（うちシンガポール人・永住者は418.1万人）（2024年6月） 

首都 シンガポール 

教育行政組織  

 国 教育省（Ministry of Education） 

 地方 

地方行政組織はないが，全国に 28 の学校群（School Cluster）が置かれ，教育

長（Cluster Superintendent）が群内の小中学校やジュニア・カレッジ（JC）の

教員の人事や評価，研修，資金の調整・配分，経営指導などの業務を担う。 

教育課程基準 
教育省が教育課程の基準となるシラバス（Syllabus）を策定・発行する。シラ

バスには教科の理念や目標，学年ごとの内容や単元の配列，学習到達目標，

指導原則や教授法，評価の方法などが詳述されている。 

教科書制度  

 教科書の定義 

法律等での定義はない。毎年8月中旬に教育省は翌年度の使用を認可した教

科書・教材のリスト（Approved Textbook List: ATL）を公示し，小・中学校は

ATLの中から使用する教科書を選ぶ。JCなどの後期中等教育段階以上では使

用する教科書等に制限はなく，市販の図書や参考書，問題集などを使用する。 

 発行主体 2026 年度版 ATL で認可された出版社は 6 社である。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

国定制度と検定制度を併用する。多くの教科ではシラバスに準拠した民間発

行の検定教科書が使用されているが，民族語（Mother Tongue Language: MTL），
社会，歴史の教科書は教育省のカリキュラム計画・開発局（Curriculum Planning 
& Development Division: CPDD），また体育と人格・シチズンシップ教育

（Character and Citizenship Education: CCE）の教科書は人間性育成カリキュラ

ム局（Student Development Curriculum Division: SDCD）が直接執筆し，民間出

版社が発行・供給を行うものの，実質国定となっている。検定は 1 年ほどを

かけて 2 段階で行われ，その作業では記述内容の正誤とともに，行数やレイ

アウト，挿絵の図柄，紙の質，本の重さといった細かな点にまで指導が及ぶ。 

 
採択・選定など

の制度 

ATL が公表された後，学校長が教科主任等とともに検討を行い，10 月に使用

教科書リストを公表する。保護者はリストを参照して，各自書店で購入する。 

 使用義務の有無 法的な使用義務はないが，授業での使用・参照頻度は高い。 

 有償・無償 

全ての教育段階で教科書は有償。小 1 の場合，全ての教科書類を購入すると

50 シンガポール・ドル程度（約 5,500 円）になる。低所得家庭のために，教

育省の支援金制度があるほか，NPO 等が教科書の無償提供も行っている。 

 給与・貸与 給与・貸与の制度はない。 

 教科書の特色 

小学校では児童の身体への負担軽減のため小型化・軽量化が進んでいる。多

民族国家であるため，MTL や CCE の教科書では民族的アイデンティティの

育成に資するように自民族の民話や偉人を扱った内容も取り上げているが，

価値教育全体では，国民意識や市民性，公共倫理を強調した内容が多い。 

デジタル教科書の状況 

民間出版社がデジタル教科書・教材，ウェブ教材を多く販売・配信し，教育

省も優良な教材を無料で提供する。2008年からのフューチャースクール事業

では，デジタル教科書（e-textbook）を用いた授業の実践・開発を行った。現

在の教育テクノロジー計画2030（EdTech Masterplan 2030）では自主学習や協

働学習，教学マネジメントを支援するため，ICTやAIを活用したシンガポー

ル学習スペース（SLS）などのeラーニング環境の整備が進められている。 



アジア 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

タイ王国 

国の概要 

面積 514,000 km² 

人口 6,609 万人（2022 年）（タイ内務省） 

首都 バンコク（クルンテープ・マハナコーン） 

教育行政組織  

 国 教育省 

 地方 

教育省基礎教育委員会地方教育地区事務所（OBEC） 
※教育省の他部局，他の省庁（国境警察，国家仏教委員会など），バンコク都，

地方自治体が管轄する学校もあり。 

教育課程基準 
仏暦 2551（西暦 2008）年基礎教育コアカリキュラム（2017 年一部改訂） 
※2025 年から初等 1～3 年で新カリキュラムが試行されている。 

教科書制度  

 教科書の定義 現行カリキュラムに則った内容で構成されており，OBEC が承認したもの。 

 発行主体 
教育省（国定教科書） 
民間の教科書会社（検定教科書） 

 
国定，検定，認

定などの制度 
OBEC による検定がある。 

 
採択・選定など

の制度 
OBEC に承認された教科書の中から各学校の学校運営委員会が採択する。 

 使用義務の有無 有 

 有償・無償 無償 

 給与・貸与 給与 

 教科書の特色 カラフルでイラストや写真が多く使われている。 

デジタル教科書の状況 
学校においては，基本的に紙の教科書が使用されている。 
教科書会社がデジタル教科書として，教科書や教材のデータを公開している

場合があるが，我が国のような多機能なデジタル教科書は見られない。 



アジア 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

大韓民国 

国の概要 

面積 100,000 km² 

人口 5,177 万人（出典：2023 年，韓国統計庁） 

首都 ソウル 

教育行政組織  

 国 教育部 

 地方 教育庁（教育監） 

教育課程基準 
全国水準の教育課程基準として，教育部長官が「教育課程」を定める。各学

校はこれに基づき，学校水準の教育課程を編成する。 

教科書制度  

 教科書の定義 

「学校で児童生徒の教育のために使用される，児童生徒用の書籍，知能情報

化技術を活用した学修支援ソフトウェア（以下，「デジタル教科書」とする）

及びそのほかに音盤・映像等の電子著作物等」 

 発行主体 国定教科書は国（教育部），検定・認定教科書は民間の図書出版社。 

 
国定，検定，認

定などの制度 
国定，検定，認定の制度がある。 

 
採択・選定など

の制度 

各学校の長が採択する教科書を決定する。選定に当たっては，各学校に置か

れる学校運営委員会での審議を経る。 

 使用義務の有無 全ての学校で使用義務がある。 

 有償・無償 

義務教育である初等教育（初等学校）と前期中等教育（中学校）では無償で

ある。後期中等教育（高校）では，2021 年度からの全面高校無償化政策によ

り教科書も無償となったが，一部の私立学校では有償である。 

 給与・貸与 全て給与である。 

 教科書の特色 

学年あるいは教科毎に定められている教科書の種類（国定，検定，認定）は，

国によって随時変更される。近年は国定から検定・認定へと変更が拡大して

おり，2025 年現在，国定教科書は初等学校の 8 科目だけである。 

デジタル教科書の状況 

初等学校の中・高学年と中学校，高校の一部教科でデジタル教科書が開発・

使用されている。2015 年から希望する全ての学校で使用が可能となってお

り，2025 年現在，小学校 3～6 学年と中学校の「社会」，「科学」，「英語」，高

校の「英語」，「英語Ⅰ」，「英会話」，「英語読解と作文」のデジタル教科書が

開発済みである。 

 



アジア 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

中華人民共和国 

国の概要 

面積 9,600,000 km² 

人口 約 14.0828 億人（2024 年現在） 

首都 北京 

教育行政組織  

 国 中央教育行政組織として教育部が置かれている。 

 地方 
各省，自治区，直轄市に地方教育行政組織として教育委員会または教育庁，

市と県には教育局が置かれている。 

教育課程基準 「課程標準」（かつては「教学大綱」） 

教科書制度  

 教科書の定義 

教育部の「小中学校教科書採択管理方法」（2014 年）第 2 条では，教科書と

は「義務教育と普通高等学校における教学用図書（教学図冊や映像材料を含

む）で，国務院教育行政部門（教育部）の検定を受けたもの，あるいはその

検定権を授与された機関による検定を受けたもの」とされている。 

 発行主体 

「国語」「歴史」「道徳と法治」の三教科には「国定制」が適用され，主に人

民教育出版社が発行主体となっている。その他の教科は従来どおり，「検定

制」が適用され，要件を満たした出版社による自由発行が可能となっている。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

国定・検定並行制（「国語」「歴史」「道徳と法治」の三教科は「国定制」，そ

の他の教科は「検定制」） 

 
採択・選定など

の制度 

地方政府（省，自治区，直轄市）の責任と権限で行うものとされる。各省や

自治区のレベルで選定と採用を行うか，それとも更に県または市のレベルに

下げて行うかは地方政府の判断に委ねられる。 

 使用義務の有無 

小中学校において「教育部の検定を受けた教科書を使用しなければならな

い」とする規定はあるが，教科書の使用義務を規定した法規は存在しない。

学校現場では，教科書の使用が当然視されている。 

 有償・無償 

教科書の無償化は，農村部で 2006 年度，都市部で 2008 年より実施され，2017
年度からは財政的に許される範囲内で生徒の学習補助材料（ノートや外国語

映像作品など）や教師の参考書なども無償となった。 

 給与・貸与 
教科書の貸与制度は，教科書の無償化政策とセットになって実施され，すべ

ての義務教育諸学校において適用されている。 

 教科書の特色 A4 判主体の教科書が増え，軽量化が図られている。 

デジタル教科書の状況 

本世紀に入って本格化し，大都市と沿海地域を中心に目覚ましい進展がみら

れる。2002 年に初版を発行した人民教育出版社は，現在，教科書のみならず

教師の参考書（各教科の「教材解読」「教案」など）や生徒の学習補助教材を

含むデジタル教材の第 3 版を完成させている。その種類は 106 種に及ぶ。 
デジタル教科書と教材は全国化したプラットフォームにアクセスして利用

することが可能である。生徒は「国家中小学智慧教育平台」と称されるプラ

ットフォームから，必要に応じで全教科全学年のデジタル教科書を出版社別

に選択して無料でダウンロードすることができる。 

 



アジア 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

バングラデシュ人民共和国 

国の概要 

面積 147,000 km² 

人口 16,468 万人 
首都 ダッカ 

教育行政組織  

 国 

初等・大衆教育省（Ministry of Primary and Mass Education: MoPME)（初等

教育と国民の識字教育を所管） 
教育省（Ministry of Education）(中等・高等教育を所管) 
国家カリキュラム・教科書委員会(National Curriculum and Textbook Board: 
NCTB) 
初等教育のための国立アカデミー(National Academy for Primary Education: 
NAPE )（教員研修所管） 

 地方 

県（Zila）教育事務所 
郡（Upazila）教育事務所及び郡リソースセンター（Upazila Resource Centre: 
URC） 

教育課程基準 あり（カリキュラムとシラバス） 

教科書制度  

 教科書の定義 

「国家カリキュラム・教科書委員会法 2018」の第 16 条“学校の教科書”

に基づき，国家カリキュラム・教科書委員会（National Curriculum and 
Textbook Board: NCTB)が，出版，承認した学校教育の主要書籍。 

 発行主体  NCTB が教科書・教材を開発・編集・執筆・発行し，供給する。 

 
国定，検定，認

定などの制度 
国定及び認定 

 
採択・選定など

の制度 

NCTB が中心になって依頼，組織した執筆者パネルを，初等大衆教育省・

教育省が承認し，執筆が進められたうえで出版となる。 

 使用義務の有無 

Education policy2010 に教科書をもとに試験を実施する旨が記載されてお

り，進級・進学に必要な試験を通過するためには，教科書を使用する義務

があることと同義であると考えられている。 

 有償・無償 無償。なお，中期・後期中等教育（11 年生以降）は有償。 

 給与・貸与 給与 

 教科書の特色 

NCTB は，各学年の各教科について，ベンガル語と英語の 2 種類のバージ

ョンの教科書を用意し，同委員会のサイトからダウンロードできるように

している。また小学校 3 年生の教科書を見ると，イスラムと道徳，ヒンズ

ー教と道徳，仏教と道徳，キリスト教と道徳の教科書が用意されている。 

デジタル教科書の状況 
デジタル教科書は導入されていない。 
なお教科書の PDF 版は，https://kolorob.com.bd/nctb-book-download/のサイト

からダウンロードできる。誰でもアクセスできるようになっている。 

国家カリキュラム・教科書委員会 National Curriculum and Textbook Board: NCTB http://www.nctb.gov.bd/ 
教科書のウェブサイト KOLOROB https://kolorob.com.bd/nctb-book-download/ 
注）ダッカ日本人学校の回答に一部加筆している。 



アジア 

 
海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

フィリピン共和国 

国の概要 

面積 298,170 km² 

人口 1 億 1272 万 9484 人（2024 年 フィリピン国勢調査） 

首都 マニラ 

教育行政組織  

 国 教育省 

 地方 地方支庁 学校支区 地区支所  

教育課程基準 教育省がフィリピン全国における同一の教育課程の基準を定めている。 

教科書制度  

 教科書の定義 
教室で教員の指導で用いられ，1 教科について説明されている図書（図書出

版事業発展法 3 条）。 

 発行主体 教育省は発行しておらず，民間の会社が発行している。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

公立学校が使う教科書は，国による検定制度がある（国家図書出版事業発展

法 11 条）。私立学校で使う教科書は地方支庁への届け出が必要（教育省令第

122 号）。 

 
採択・選定など

の制度 

採択の権限  公立学校…教育省。 
       私立学校…各学校。 

 使用義務の有無 使用義務については特に法律で定められていない。 

 有償・無償 
公立初等学校では，貸与制から無償給与制に代わりつつある。 
しかし，私立学校では親が書店や学校で購入することが多い。 

 給与・貸与 

大部分の公立学校では，年度ごとに児童生徒に貸与される。各教科で 1 冊の

教科書を一人の子どもが使うことができる地方もあれば，複数の子どもで使

わなければならないところもある。学年，教科によっても，教科書が十分あ

る場合と，そうではない場合とがある。 

 教科書の特色 

年度ごと，教科ごとに教科書が 1 冊である場合がほとんどであり，小学校低

学年から厚みが 2 センチ以上あることが多い。公立学校で使用される教科書

は，表紙以外は白黒であることが多い。 

デジタル教科書の状況 
公立学校では，ほとんど普及していない。私立学校の一部でタブレットが使

用されるにとどまる。教育大臣は 2024 年 1 月 25 日に「教育省デジタル教育

ビジョン 2028」を発表し，デジタル教科書の作成普及に力が入れられている。 

 



アジア 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

ブータン王国 

国の概要 

面積 38,394 km² 

人口 797,867 人 （2025 年 9 月 1 日） 

首都 ティンプー 

教育行政組織  

 国 

教育技能開発省（2022 年 12 月 30 日付で「教育技能開発省」設置の通知）

2023 年 4 月までに教育省（Ministry of Education, MoE）から教育技能開発省

(Ministry of Education and Skills Development , MoESD)へと移行した。 

 地方 20 の Dzongkhag（県）と 4 つの Thromdue（都市行政区）の計 24 の行政区 

教育課程基準 ナショナル・スクール・カリキュラム（NSC）フレームワーク 

教科書制度  

 教科書の定義 

法律による定義はまだ出来ていないが，教科書は国定教科書で，教育技能開

発省が作成する。保健体育や工芸などの教科は教科書がなく，代わりにアク

ティビティブックなどのワークブックがある。 

 発行主体 教育技能開発省・学校教育部（Department of School Education, DSE） 

 
国定，検定，認

定などの制度 
国定教科書（PP~12 年生まで，各学年，1 教科 1 種類の教科書） 

 
採択・選定など

の制度 

国が各学校へ無償給付する。1 種類の国定教科書のため，採択・選定の制度

は該当しない。 

 使用義務の有無 あり。PP～12 年生 私立の学校も同じ国定教科書の使用義務がある。 

 有償・無償 

無償ただし貸与。教科書を紛失した場合は，紛失した児童生徒が代金を支払

う。教科によっても異なるが，たとえば 8 年生の数学の教科書は，1 冊 73.55Nu
（日本円で約 125 円）ほど（2025 年 9 月 26 日のレート）である。 

 給与・貸与 

貸与。2 年に 1 回学校へ新しい教科書が給与される。児童生徒はそれを学校

から貸与する。教科書は学校の備品であるため，児童生徒は書き込みをしな

いことを推奨されている。 

 教科書の特色 

カラフルでイラストや写真が多く使われている。数学の教科書が最もページ

数が多い。たとえば現在使われている小学校 4 年生の算数の教科書は 289 頁

で，理科（187 頁）や国語（ゾンカ）（110 頁）よりはるかに多い。教科書の

内容が古くなった場合，「補完的なガイドライン」として新しい章が配布され

ることもある。現在の教科書は 2021 年に作成された。 

デジタル教科書の状況 
教科書の内容の一部の学習内容を含んだオンライン教材はあり，コロナ禍で

使用した。学校教育部（DSE）発行の教科書は PDF 版もあるが，学校では通

常そうしたデジタル版は使わない。  

 



アジア 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

ブルネイ・ダルサラーム国 

国の概要 

面積 5,765km² 

人口 45 万 5,500 人（2024 年） 
（外国人在留者含む。出典：ブルネイ財務経済省経済計画統計局） 

首都 バンダル・スリ・ブガワン 
教育行政組織  

 国 教育省 

 地方 4 つの行政地区(Districts／Daerah)の教育事務所 

教育課程基準 
SPN21 の下で，ナショナル・カリキュラムが定められる。義務教育の 8 年生

までナショナル・カリキュラムに従う。8 年目以降は，一般中等教育プログ

ラムと応用中等教育プログラムに分かれる。 

教科書制度  

 教科書の定義 

2011年改訂版 1976年教育法（Education Act1976）によると，ナショナル・カ

リキュラムの下で，教育大臣が教科書や教材を指定する。教育（ナショナ

ル・カリキュラム）規則において，教科書は，ワークブックなどと同様に用

いられる教材の一つとして定義されている。 

 発行主体 
教育大臣の指定を受け，カリキュラム開発局と民間の教科書会社等が発行し

ている。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

教育大臣が定める。一部の教科（歴史，マレー・イスラーム・王権）は国定

で，カリキュラム開発局が教科書及びワークブックを準備し発行する。発行

後も，カリキュラム開発局が試行と評価及び監督することによって，教科書

の質の改善に努めている。 

 
採択・選定など

の制度 

具体的な定めはない。教育（ナショナル・カリキュラム）規則において，各

学校の校長は，教科書とワークブックや教材のリストを作成し，教育監査に

備えることが義務付けられている。 

 使用義務の有無 使用義務がある。 

 有償・無償 無償 

 給与・貸与 給与。なくした場合は自己負担する。 

 教科書の特色 
B5 から A4 判でカラフルな装丁。教育省が Star Publishing Ltd Co.と共同出版

している教科書やシンガポールの出版社が発行している教科書が多い。 

デジタル教科書の状

況 

導入されていない。ただし, 2022 年 12 月，ブルネイ教育省によりデジタルト

ランスフォーメンション（DX）計画が発表された。この計画は，2023 年か

ら 2027 年までの 5 カ年計画であり，DX（教育や学びのデジタル化）を通じ

た質の高い教育の実現を目指している。具体的には，公立の初等・中等学校

におけるパソコンの総入れ替え，ビデオ，画像，文書，双方向メディアなど

のデジタル・コンテンツやリソースの収集を行う「デジタル・カリキュラ

ム」の導入を目指している。なお，この計画において，デジタル教科書の導

入については触れられていない。 
 



アジア 

 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

ベトナム社会主義共和国 

国の概要 

面積 329,241 km² 

人口 約 1 億 30 万人 （2023 年） 

首都 ハノイ 

教育行政組織  

 国 教育訓練部 

 地方 教育訓練局（58 省，5 中央直轄市）と教育訓練室（県）※2025 年現在再編中。 

教育課程基準 
教育訓練大臣が全国共通の基準として教育カリキュラムを公布する。これを

ふまえ，地域や学校レベルでのカリキュラムの編成が可能である。 

教科書制度  

 教科書の定義 

現行の 2019 年教育法において，普通教育における教科書はそれぞれの学年

の各科目・教育活動について普通教育カリキュラムのなかで示される「資質」

と「能力」の到達目標や内容に関する要求を具体化し，指導方法に関して方

向性を示すものと規定されている。 

 発行主体 

ベトナム教育出版社（教育訓練部傘下の有限会社）をはじめ，師範大学出版

社，ホーチミン市師範大学出版社などの大学直属の出版社が教科書を発行す

る。また，これらの出版社と連携して，民間企業にも発行が認められている。 

 
国定，検定，認

定などの制度 
検定制度 

 
採択・選定など

の制度 

教育訓練大臣が教科書として認可した図書のリストに基づいて，各学校の教

科書選定評議会が教科書を選定する。選定結果を受けて，各省及び中央直轄

市の人民委員会（地方政府）が教科・教育活動ごとに教科書を承認する。 

 使用義務の有無 法的な使用義務はないが，教科書を使用するのが一般的である。 

 有償・無償 有償。ただし，僻地などでは無償給付制度も存在する。 

 給与・貸与 
生徒には次の学年の生徒への教科書の給与が奨励されている。貧困層の子弟

を対象に，学校の図書館から貸与されるケースもある。 

 教科書の特色 
ページ数はそれほど多くないため薄く，軽くて持ち運びが容易である。サイ

ズは小さい。極めて廉価であり，購入しやすい。 

デジタル教科書の状況 

ベトナム教育出版社がデジタル学習プラットフォームを通じて無償でデジ

タル教科書を配信している。コロナ禍でデジタル教科書の使用が一定程度進

められたが，2022 年 9 月以降，学校での対面授業が拡大する過程ではデジタ

ル教科書の使用は限定的になっている。 



アジア 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

マレーシア 

国の概要 

面積 330,000 km² 
人口 約 3,410 万人（2024 年マレーシア統計局） 

首都 クアラルンプール 

教育行政組織  

 国 教育省 

 地方 
13 州（その内 2 州は東マレーシア・ボルネオにある）における地区（郡）教

育事務所 

教育課程基準 初等学校標準カリキュラム（KSSR）および中等学校標準カリキュラム

（KSSM） 

教科書制度  

 教科書の定義 

教科書そのものに関する法令上の定義はない。 

ただし，1996 年教育法 国民教育制度「第 12 章 施設とサービスの供与」

において，「64. 教育大臣の権限」として「すべての政府立および政府補助

学校に補助しなければならないもの」の一つに教科書は含まれている。 

 発行主体 主として教育省，一部教科で民間出版社。 

 
国定，検定，認

定などの制度 
国定及び一部教科で検定制度あり。（使用義務の記述を参照） 

 
採択・選定など

の制度 
教科書採択・選定の制度がある。 

 使用義務の有無 

初等学校（国民学校）の教員は全教科，中等学校の教員は，国語，イスラー

ム教育，道徳，歴史およびアラビア語で国定教科書の使用を，また，他の教

科については検定教科書の使用をそれぞれ義務付けられている。 

 有償・無償 公立初等学校および公立中等学校の教科書は無償（マレーシア国民のみ）。 

 給与・貸与 
貸与・教科書貸与スキーム（Textbook Borrowing Scheme／Skim Pinjaman Buku 
Teks）による。 

 教科書の特色 

カリキュラム基準に準拠している。 

A4 程度の大きさで，厚い教科書も薄い教科書もある。かばんで持ち運びす

る教科書の重さが問題になり，デジタル教科書導入の一因になっている。 

デジタル教科書の状況 

2014年，マレーシア教育省は，デジタル教科書プログラム「ワンベスタリネ

ットシステム（1BestariNet System）」を開始。このシステムを通じて，パス

ワードを持つ児童生徒，親や教員は，300 種類以上のデジタル教科書に無料

でアクセス可能になった（現在は 788 冊）。さらに，2021 年 1 月から，「教

育省 e 教科書リーダー（KPM eTextbook Reader）」が導入され，スマートフ

ォンやタブレット端末を用いて，小学校のデジタル教科書が無料でダウンロ

ードできるようになった。しかしながら，学校及び自宅における Wi-Fi 環境

の整備に格差があることから，一度ダウンロードしてから活用できる仕組み

の構築や端末配布等の解決策が講じられつつある（2025 年現在）。 

 



アジア 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

ミャンマー連邦共和国 

国の概要 

面積 680,000 km² 

人口 5,114 万人（2019 年（ミャンマー入国管理・人口省発表）） 

首都 ネーピードー 

教育行政組織  

 国 教育省 

 地方 州または地方域教育局（states/region），県教育局(district)，郡区教育局(township) 

教育課程基準 
ナショナル・カリキュラム・フレームワーク 
 

教科書制度  

 教科書の定義 

法律で定義されている。「教科書とは，学校や教員養成学校で使用するために

同法の下で組織された基礎教育カリキュラム・シラバス・教科書委員会によ

って発行された冊子を意味する」（基礎教育法第 1 条） 

 発行主体 教育省によって発行されている。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

国定教科書。公立学校以外の私立学校などでは国定教科書の使用は義務では

ないが，使われていることが多い。 

 
採択・選定など

の制度 
国定教科書のためすべての公立学校で同じ教科書を使用する。 

 使用義務の有無 公立学校では使用が義務付けられている。 

 有償・無償 
無償（小学校は 2011 年から，中学校は 2014 年から，高等学校は 2015 年か

ら無償化が開始）。 

 給与・貸与 給与 

 教科書の特色 

教育改革によって 21 世紀型スキルや児童中心アプローチが導入された教科

書が作成され始めている（小学校は 2017 年から第 1 学年に，中学校は 2019
年から第 1 学年に，高校では 2020 年から第 1 学年に新教科書が導入された）。 

デジタル教科書の状況 作成されていない。 
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ラオス人民民主共和国 

国の概要 

面積 約 236,800 km² 

人口 約 738 万人（2021 年，ラオス統計局） 

首都 ビエンチャン  

教育行政組織  

 国 人民民主共和制 

 地方 県（17 県とビエンチャン特別市）と郡（148） 

教育課程基準 教育スポーツ省により教育課程の基準が定められている。 

教科書制度  

 教科書の定義 
教育法では，教育スポーツ省が定めたカリキュラムを順守することが求めら

れているが，教科書を使用する義務については書かれていない。 

 発行主体 国立教育科学研究所 

 
国定，検定，認

定などの制度 
国立教育科学研究所が作成し認定している。 

 
採択・選定など

の制度 

他に作成している機関がないため，採択・選定については該当しない。教科

書の原案ができると，教育スポーツ省が組織する Committee for Approval of 
Curriculum and Instructional Materials（カリキュラム指導教材承認委員会）が

開かれる。教科書は基本的に 10 年に一度改訂されることになっている。 

 使用義務の有無 公立，私立にかかわらず，同じ教科書を使う必要がある。 

 有償・無償 
都市部では無償配布されているが，地方（特に山岳地帯）には行き届かない

傾向がある。 

 給与・貸与 
基本的に貸与型である。地方の場合，教科書が行き届きにくいため，保護者

が市場などで購入することがある。 

 教科書の特色 近年のものは，カラー印刷がなされている。 

デジタル教科書の状況 

コロナウイルスに伴う閉校時，ラオス政府はユニセフの支援を受けてオンラ

インラーニングプラットフォーム（Khang Panya Lao）を作成した。ただしコ

ロナウイルス収束後はあまり利用されていない。また，電気や Wi-Fi が届い

ていない山岳地帯や遠隔地におけるデジタルラーニングの実施には大きな

課題が残っている。 
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台 湾 

国の概要 

面積 36,000 km² 

人口 2,342 万人（2024 年 1 月） 

主要都市 台北，台中，高雄 

教育行政組織  

 国 教育部 

 地方 6 行政院直轄市，3 省轄市，13 県 

教育課程基準 課程綱要（『十二年国民基本教育課程綱要』） 

教科書制度  

 教科書の定義 

1968 年の九年国民教育の実施にあわせて義務教育段階の全教科書が国定教

科書となった。「統編本」と呼ばれる国定教科書は，ナショナル・カリキュラ

ム（『課程標準』），統一入試（「聯考」）との三位一体を成し，「正統」な知識

の媒体として絶対性を担保されていた。1990 年代以降，民主化・自由化の教

育改革の中で，カリキュラム改革，教科書制度及び入試制度の多元化が進む

と，教科書はもはや「聖典」ではなくなったが，依然として主要な教育工具

の一つである。その検定を国家教育研究院，採択を学校が行うことが「国民

教育法」「高級中等学校法」及び教科用書の検定に関する規則で定められてい

る。 

 発行主体 

民間の出版社が発行。教科書の検定を行う国家教育研究院の「教科書検定情

報ウェブサイト」では，小・中学校段階の検定申請者として，15 の出版社が

掲載されている。（普通型高校 38 社，技術型高校 57 社） 

 
国定，検定，認

定などの制度 

国による検定制度がある。検定に合格した教科書を「審定本教科書」と呼ぶ。

検定合格の証書の有効期限中も，出版社は必要に応じて内容の改訂を行う。 

 
採択・選定など

の制度 
採択の権限は各学校にある。 

 使用義務の有無 使用義務はないが，各教育段階で広く使用されている。 

 有償・無償 有償（自治体レベルで無償化政策を実施する事例もある） 

 給与・貸与 給与・貸与の制度はない。 

 教科書の特色 

近年の教科書はカラフルで図表も多く，価格は一般書に比べて安価である。

紙質の関係で重みがあり，日本と同様，児童生徒の健康への影響が懸念され

ている。 

デジタル教科書の状況 
「IT 大国」として教育のデジタル化を強力に推進し，政府及び民間の出版社

により教材のクラウド化が加速度的に進展している。デジタル教科書への関

心は高い。 
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オーストラリア連邦 

国の概要 

面積 7,692,024 km² 

人口 約 2,740 万人（2024 年 12 月。出典：豪州統計局） 

首都 キャンベラ 

教育行政組織  

 国 

・連邦政府・連邦教育省（憲法規定により，教育は各州政府の管轄事項） 
・連邦教育省大臣および州政府教育省大臣らにより構成される教育大臣会議

（Education Ministers Meeting） 

 地方 
各州（6 州 2 直轄区） 
教育省およびカリキュラム・評価機関 

教育課程基準 
オーストラリアン・カリキュラム 
（カリキュラムの運用は各州の責任） 

教科書制度  

 教科書の定義 
教材の一つ（「教材」はそのほか，小説，映画，演劇，ラジオ・プログラム，

マルチメディア，デジタル学習教材，講義，スピーチ，パフォーマンス等） 

 発行主体 
教科書は主に民間の教科書会社が作成，教材は州教育省および関連機関も開

発・管理。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

なし 
オーストラリアン・カリキュラムの内容・到達度スタンダードを満たすもの。 

 
採択・選定など

の制度 

各学校（校長・教員および学校審議会（School Councils））の責任，ただし文

化的・宗教的・政治的に適切な教材選択にかかわる政策・指針あり。 

 使用義務の有無 なし 

 有償・無償 
学校教育において保護者が支出を求められる項目の一つ（学校が保護者の支

出に関する同意書を策定，学校審議会が承認）。 

 給与・貸与 

カリキュラムの運用にかかる経費は原則学校負担のため，教科書を使用する

場合，学校の所有物として貸与されるのが一般的（教科書を個人所有する場

合は保護者負担）。 

 教科書の特色 
オーストラリアン・カリキュラムの導入に伴い，連邦・各州でデジタル教材

が整備，学校や学校群（放送学校等）で独自に教科書を作成する動きも存在。 

デジタル教科書の状況 

・オーストラリアン・カリキュラムはウェブ配信を基本とし，児童生徒の作

業例も掲載，各州でデジタル教材の開発・配信が推進。 
・リテラシー，ニューメラシに関する全国到達度調査（NAPLAN）の完全オ

ンライン化により各児童生徒が個々の進捗・理解度に応じた設問に回答で

きるテイラードテストの実施が可能に。 
・デジタル・リテラシー育成の必要性とともに，デジタル教材による学力へ

の効果を疑問視する声も存在。 
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サモア独立国 

国の概要 

面積 2,830km² 

人口 218,020 人（2024 年，世界銀行） 

首都 アピア 

教育行政組織  

 国 教育文化省 

 地方 学校委員会 

教育課程基準 
ナショナルカリキュラムポリシーフレームワーク 
カリキュラムステートメント（小学校，中等学校に教科ごと） 

教科書制度  

 教科書の定義 

特に法律で定義されたものはなく，小学校はオーストラリアの援助による

Primary Education Material Project（1997-2004 年）で作成された教材・学習材

が使用されているほか，専用ウェブサイトを通して教育文化省から提供され

る教材が使用されている。中等学校はニュージーランドの援助（1998-2004
年）で作成された教材が教科書的に使用されている。 

 発行主体 教育スポーツ文化省（当時） 

 
国定，検定，認

定などの制度 

国が作成している。いろいろな教材を使用することができるが，カリキュラ

ムステートメントに沿った形で使用される。 

 
採択・選定など

の制度 
教育スポーツ文化省（当時）が発行したものを各学校に配布する。 

 使用義務の有無 使用義務はない。 

 有償・無償 無償 

 給与・貸与 貸与 

 教科書の特色 

小学校は学年ごとの各教科の「教材」として 3 巻ずつ作成されている。各巻

は A5 サイズ，15～50 頁の冊子版である。各ページには個人学習，ペア学習，

グループ学習，書く，考えるなどの作業を表すアイコンが示されている。 
中等学校は A4 サイズ，ソフトカバーで装丁されており，100～200 頁の厚さ

である。各単元には冒頭に Learning Outcomes が示されている。 

デジタル教科書の状況 
中等学校の「教科書型教材」は教育文化省の HP からダウンロードできる。 
小学校では Soler SPELL 社が作成する Schools Wikipedia というリソースが同

省の HP からアクセスできるようになっている。 
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ニュージーランド 

国の概要 

面積 268,690 km² 

人口 532 万人（2025 年 6 月ニュージーランド統計局） 

首都 ウェリントン 

教育行政組織  

 国 教育省 

 地方 教育省地方事務所／学校段階は学校理事会 

教育課程基準 

ニュージーランド・カリキュラム（The New Zealand Curriculum）とテ・マラ

ウタンガ・オ・アオテアロア（Te Marautanga o Aotearoa）の二つのカリキュラ

ムが策定されている。後者は，先住民族マオリの学校のものである。両カリ

キュラムは，現在改訂段階にある。 

教科書制度  

 教科書の定義 特に法律で定義されたものはない。 

 発行主体 民間の発行者が（出版社）が自由に発行できる。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

自由発行制であり，教科書の選定は教員が行う。中等教育の最後の 3 年間は，

中等教育修了資格と大学受験資格を取得するために，統一資格試験（NCEA）

により定められた 3 段階のレベルを取得しなければならない。そのため，教

科書の内容は各レベルに対応したものとなっている。 

 
採択・選定など

の制度 
採択・選定の制度はない。教員が選定し採択する。 

 使用義務の有無 
使用義務はない。教科書は教材の一つと考えられており，使用しない場合も

ある。 

 有償・無償 無償。必要に応じて学校が購入する。 

 給与・貸与 必要に応じて貸与。 

 教科書の特色 内容が同じワークブックが作成されており，授業で用いられることが多い。 

デジタル教科書の状況 
教科書はデジタル化されている。教育省を中心に豊富なデジタル教材が提供

されており，デジタル教科書も教材の一つとして扱われている。 
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フィジー共和国 

国の概要 

面積 18,270km² 

人口 928,784 人（2024 年，世界銀行） 

首都 スバ 

教育行政組織  

 国 教育省 (Ministry of Education) 

 地方 

4 つの大地区と 9 つの小地区に分かれているが，地区別の教育行政機関では

なく，県の行政の中で扱われ，各学校は教育省が監督する宗教組織や公立の

学校運営委員会によって運営される。 

教育課程基準 
2013 年に改訂された Fiji National Curriculum Framework があり，教育の目的

や価値観，主要学習成果，基礎的学習領域，鍵的学習領域や評価方法が示さ

れている。各教科はシラバスが用意されている。 

教科書制度  

 教科書の定義 

特に法律で定義されたものはなく，教材本や教員用ガイドが教科書として扱

われることもある。教科書は無償で提供される教材として扱われており，中

表紙に教員が使用する教材の一つであると提示されていることもある。  

 発行主体 教育国家遺産芸術省（現教育省）カリキュラム開発課が著作権を有している。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

国が作成しており，検定，認定という制度はない。いろいろな教材を使用す

ることができるが，各教科のシラバスに沿っていることが求められる。 

 
採択・選定など

の制度 
上記以外の教材を使用できるが，採択，選定などの制度はない。 

 使用義務の有無 使用義務はなく，教材の一つとされている。 

 有償・無償 

もともと市販の教材を各自が購入するか，または学校からの貸与であった

が，政府は 2000 年代から小学校での教科書の無償配布のイニシアティブを

とり始め，中等学校でも教科書を無償で入手できるようにした。また，Policy 
on Free Educational Resource によって，電子版の教科書を無償で使用するこ

とができるようになっている。紙媒体は貸与であることが多い。 

 給与・貸与 

上述のとおり，印刷版も配布されているが，Policy on Free Educational Resource 
にて，児童生徒一人一人に対応できるよう，電子デバイスが学校に給与され，

それを通じて電子版の教科書を使用することができる。 

 教科書の特色 

小学校，中等学校ともに，各教科書の分量は 50～300 頁と学年や教科によっ

て幅広い。各ページには多くのカラー写真，イラストが添えられている。ま

た各単元の冒頭に学習成果や到達指標が文章で示されており，内容の説明は

とても簡潔で箇条書きや図表が多く，設問やグループ学習の指示が載せられ

ている。 

デジタル教科書の状況 

小学校，中等学校の全学年の教科書は教育省の HP から Google ドライブを通

して PDF 版をダウンロードできる。また，テレコム・フィジー社の協力で

Learning HUB というサイトに教育省が作成した埋め込み動画の教育番組を

視聴できるようになっている。 
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アメリカ合衆国 

国の概要 

面積 9,833,517 km²（外務省アメリカ合衆国基礎データ） 

人口 3 億 4,011 万人（2024 年 7 月 米国国勢局） 

首都 ワシントン D.C. 

教育行政組織  

 国 連邦政府（教育に関する権限は州に委譲） 

 地方 州（50 州と特別区）と学区（13,318 学区。2022 年） 

教育課程基準 

公立学校で指導されるカリキュラムについては，ほとんどの州は学区（学区

教育委員会）に権限があることが州の法令によって規定されている。州は州

法の中で教えるべき教科目や，場合によっては指導すべきテーマや項目を法

令において明示している。さらに，近年は，全ての州がカリキュラム基準を

定めている。一部の州を除き，この基準は学区のカリキュラム開発において

「推奨」されるカリキュラムのモデルとしての位置づけである。ただし，ハ

イスクール段階については，卒業要件として履修すべき教科と履修量を州が

決定している。概ね合計で 20 単位（カーネギー単位。1 カーネギー単位は 1
年間に 1 時間の授業を 120 回受講が必要）以上の取得が求められている。 

教科書制度  

 教科書の定義 

州によっては州教育法等の法令上の規定として教科書を定義している場合

がある。このような定義においては，教科書を「教材（instructional materials）」
の一部として位置付けている場合のほか，デジタル教材や教室用キットなど

関連するものを含む包括的な概念として規定されている場合もある。近年の

デジタル教材の普及を背景として，印刷物以外の媒体についても教科書の在

り方として認めることを定めていることが少なくない。 

 発行主体 

教科書は自由発行であり，いずれの教科書も民間の出版社が発行元となって

いる。教科書をはじめとする初等中等教育分野の出版社は 33 社，このほか

教育一般に関する出版物を扱う出版社が 310 社ある（2012 年）。高等教育を

含む教科書の売り上げの多くは engage Learning，Houghton Mifflin Harcourt，
McGraw-Hill Education，Pearson Education，Scholastic の 5 社で占めている。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

教科書検定制度はない。国定教科書制度もない。公立学校の教科書は通常，

出版会社が教科書用として出版する書籍の中から，教科書として承認された

ものが使用される。 

 
採択・選定など

の制度 

教科書の承認は州が行う場合と，学区が行う場合に大別される。前者はアラ

バマ州やフロリダ州，ジョージア州など 19 州とワシントン D.C.，後者には

アラスカ州やアリゾナ州，アーカンソー州など 33 州がある（カリフォルニ

ア州とハワイ州は双方にカウント）。州が承認する場合は，通常，州教育委員

会あるいは州から任命された専門家から構成される審査委員会が，教科書選

定・承認のサイクル（5～7 年）に従って，出版社から提出された図書を審査

し，認否を決定。承認した教科書についてはリスト化して，公表され，学区

は原則としてリスト掲載教科書の中から教科書を採択する。州によっては，

学区がリスト外から教科書を採択することを認めている。教科書に関する権

限が学区にある場合も専門委員会が組織され，費用やカリキュラムとの整合

性などを勘案しながら教科書の承認・採択が行われる。 
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 使用義務の有無 

州によっては法令により使用義務を課している場合もあるが，多くの州

では法的使用義務はない。しかしながら，教科書はカリキュラムと考え

られており，教科書に依拠した指導が行われるのが一般的。また，付随す

るキット教材や教師が複写して利用できるサプリメント教材も用意され

ているほか，近年は，多様なメディアを用意し，関連先とのリンクを活用

したり，デジタル教科書・教材の活用を図ったりと，教科書の在り方と活

用に対する考え方も変わってきている。 

 有償・無償 無償 

 給与・貸与 貸与 

 教科書の特色 厚い，重い，判も大きく，写真・図表等もカラフル，生徒はロッカーで保管。 

デジタル教科書の状況 

州の法令において教科書や教材に関する定義や言及されている場合，通常，

印刷物以外の形態のものが含まれるように規定されているように，デジタル

教科書の導入に向けた法令上の整備が進められている。調査によると，2015
年時点で 24 州が教科書の中にデジタル教科書を含む定義を，15 州が教科書

を含めたデジタル教材に関する定義を法令や政策文書等で定めている。 
小学校からハイスクールまでの教師を対象に 2024 年に実施された調査によ

ると，児童生徒に印刷教科書とデジタル教科書の双方を使わせていた教師は

6 割，印刷教科書のみは 19％，デジタル教科書のみは 21％であった。 
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カナダ 

国の概要 

面積 9,985,000 km² 

人口 約 4,154 万人（2025 年 4 月カナダ統計局推計） 

首都 オタワ 

教育行政組織  

 国 連邦政府（権限を州・準州に委譲） 

 地方 10 つの州と 3 つの準州，学区 

教育課程基準 
教育課程の基準は，各州・準州によって定められているため，教育内容は州・

準州によって異なる。 

教科書制度  

 教科書の定義 

「教科書」を示す用語として“textbook”の他，“learning resource”，“teaching 
resource”や“teaching and learning resource”等の用語が使用されている。いずれ

の用語にも，印刷された教科書のほか，ビデオ，ソフトウエア等電子化され

た教材，印刷物・電子化された教師用指導書やその他の教育用資料等，教材

や教師用指導書も含まれている。 

 発行主体 民間の発行者が発行している。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

認定制となっている。各州（教育委員会が認定する場合は教育委員会）が，

認定基準を公開している。 

 
採択・選定など

の制度 

省内の部局または第三者機関による選定結果に基づいて，州教育省（教育委

員会が認定する場合は教育委員会）が教科書のリストを作成する。採択周期

は，州によって異なるが，5 年と定める州や，教育課程の改訂に合わせて行

う州もある。教育委員会または学校がリストの中から教科書（教材）を採択

する。 

 使用義務の有無 
教科書の使用義務に関する法的義務はないが，州や教育委員会によって教科

書の使用頻度や程度は異なる。 

 有償・無償 無償である。 

 給与・貸与 貸与される。多くの場合，教室等で保管される。 

 教科書の特色 

一般的に，低学年のものは一学年の内容が数冊に分けられた小冊子で，学年

が上がるにつれて，ハードカバーで重厚になり，数年間使用しても耐えうる

装丁となっている。印刷はカラー刷りで，写真や図表，挿絵等も多く掲載さ

れている。 

デジタル教科書の状況 
多くの州において，デジタル教科書（教材）は，遠隔教育や教室内での学習

活動においても広く活用されている。州が認可したデジタル教科書（教材）

は，印刷された教科書と同様，無償で配布されている。 
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ブラジル連邦共和国 

国の概要 

面積 851.2 万 km² 

人口 約 2 億 1,200 万人（2024 年世界銀行） 

首都 ブラジリア 

教育行政組織  

 国 連邦政府，教育省 

 地方 26 州と 1 つの連邦直轄区，5,569 市（基礎自治体，2025 年） 

教育課程基準 
主なものとして，1996 年国家教育指針基盤法 LDB（1996 年法律第 9394 号），

基盤教育全国共通カリキュラム基盤 BNCC（2017 年 CNE/CP 決議 第 2 号，

2018 年 CNE/CP 決議第 4 号）など。 

教科書制度  

 教科書の定義 法律上の定義はない。 

 発行主体 
公立学校を対象とした教科書配布制度 PNLD で配布される教科書の発行主

体は，ブラジル国内に本社を置く出版社に限る。 

 
国定，検定，認

定などの制度 
PNLD で配布される教科書は，認定制である。 

 
採択・選定など

の制度 

PNLD では，公募した教科書について教員・専門家らによる教育学的評価審

査を行い，BNCCの準拠など基準を満たして合格認定された教科書の中から，

教員が民主的・集団的に選定する。 

 使用義務の有無 

使用義務はない。PNLD で認定された教科書以外を使用することは公立学校・

私立学校問わず可能である。また，PNLD 認定教科書を使用しなくても，教

育内容は BNCC に準拠させなければならない。 

 有償・無償 
PNLD を通して公立学校に提供される教科書は，すべて無償である。私立学

校や PNLD を通さずに認定外の教科書を使用する公立学校は，有償となる。 

 給与・貸与 

PNLD では基礎教育前期(1～5 年生)では，教科と学年により給与制と貸与制

が混在。基礎教育後期(6～9 年生)と中等教育では，貸与制。4 年間使用する

ため，最初の 3 年間は各年度末に返却義務があり，最終年度のみ返却不要。 

 教科書の特色 貸与制の教科書は，原則書き込み禁止。 

デジタル教科書の状況 

印刷された紙の教科書が中核に据えられており，デジタル教科書への全面移

行は想定されていない。デジタル教材は，印刷教科書を補完するものという

位置づけである。ただし，PNLD では，近年公募の段階で，印刷教科書とデ

ジタル教科書をセットで提出することを義務付けている。 



中南米 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

ペルー共和国 

国の概要 

面積 1,290,000km² 

人口 約 3, 435 万人（2023 年世界銀行） 

首都 リマ 

教育行政組織  

 国 教育省 

 地方 
州教育局（DRE）・州教育事務所（GRE）計 26 か所と地域教育部（UGEL）
225 か所。 

教育課程基準 基礎教育全国カリキュラム 

教科書制度  

 教科書の定義 

texto escolar または texto de grado と呼ばれる。当該学年のカリキュラムに対

応し，到達目標に達するための一連の教育内容を含む本。活動・練習問題・

課題は含まない（大統領令 015-2012-ED）。 

 発行主体 
公立学校の教科書は教育省が発行する。私立学校は民間の出版社の教科書を

利用する。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

公立学校の教科書は教育省が発行する。その他の民間の教科書は全国教科書

監督システム（OBNATE）への登録が義務付けられている。教育省は民間で

作成されたいかなる教科書の承認，認可，後援も行わない。 

 
採択・選定など

の制度 

私立学校の教科書の採択は各学校が行う。教育省は，私立学校の教科書採択

に関する指針を発表している。採択される教科書は OBNATE に登録されて

いなければならない。 

 使用義務の有無 公立学校は使用義務有り。 

 有償・無償 公立学校は無償。私立学校は民間の教科書を各自購入する。 

 給与・貸与 
公立学校の教科書は貸与。教科書とは別に教育省が作成し，公立学校のみに

配布されるワークブックは給与。 

 教科書の特色 分厚く，重い傾向がある。 

デジタル教科書の状況 

デジタル教科書に関する法的定義は見られなかった。教育省が作成するワー

クブックや教員用の指導書は，インターネット上で PDF ファイルが公開さ

れているものもある。民間の教科書に関しても，デジタル教科書や教材を含

む学習支援ウェブサイトを作成している教科書会社がある。 
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メキシコ合衆国 

国の概要 

面積 1,960,000 km² 

人口 約 1 億 2,601 万人（2020 年国立統計地理情報院（INEGI）） 

首都 メキシコシティ 

教育行政組織  

 国 連邦政府，公教育省（Secretaria de Educación Pública） 

 地方 州政府（Estado：32 州），地方自治体（municipio：約 2,500） 

教育課程基準 
国家開発計画（Plan Nacional de Desarrollo2025-2030）を基に，“Nueva Escuela 
Mexicana（新たなメキシコの学校）”プロジェクトにより定められている。 

教科書制度  

 教科書の定義 国立の教育機関発行の教科書が無償配布されることが定められている。 

 発行主体 
公教育省が管轄する国立無償教科書委員会（CONALITEG：Comisión Nacional 
de Libros de Texto Gratuitos）が発行を含めた取りまとめを行っている。全て

の教科書の表紙には公教育省のマークが印刷されている。 

 
国定，検定，認

定などの制度 
就学前教育，小学校，中学校，遠隔中学校で使用する教科書が，上記

CONALITEG で発行され，全国に無償配布されている。 

 
採択・選定など

の制度 

国定教科書に加え，補助教材の選定，使用が市町村ごとに定められている。

しかしながら，学校ごとに自作の教材を使用するケースなども見られる。国

立無償教科書委員会のウェブサイトに掲載されている教科書一覧カタログ

を見ながら教員が選択する州もある。 

 使用義務の有無 使用義務あり。 

 有償・無償 無償 

 給与・貸与 給与 

 教科書の特色 
装丁がしっかりしていてサイズも大きい。カラフルでページ数も多く，小学

1 年生用のものでも 200 ページ前後ある。中身はカラフルで写真も多い。ま

た，教師用の指導書も作成されている。 

デジタル教科書の状況 

上記 CONALITEG が,デジタル教科書図書館を管理運営している。オンライ

ン上で全ての教科書データにアクセスすることができる。また,デジタル教材

の使用に向けた教師のサポートサイトも設置されており，授業内の活用事例,
動画コンテンツの作成方法,タブレットの使用研修会，他国での取り組みの紹

介などが掲載されている。 
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イタリア共和国 

国の概要  

面積 301,000 km² 

人口 6,046 万 2 千人（2020 年国連推計値） 

首都 ローマ 

教育行政組織  

 国 
教育省 
（Ministero dell'Istruzione e del Merito） 

 地方 20 州（5 自治州を含む），県，大都市圏，基礎自治体（コムーネ） 

教育課程基準 
幼児学校と第一サイクル（初等・前期中等教育）のカリキュラムのための全

国要領（Indicazioni nazionali per il curricolo della scuola dell’infanzia e del primo 
ciclo d’istruzione） 

教科書制度  

 教科書の定義 

教育省によって一般書籍とは水準の異なる公定価格（上限）が定められ，毎

年度，物価変動を踏まえて見直される。2013 年 128 号法律第 6 条に，教科用

書籍に代えて，資料（自作や著作権切れなどにより無償で公開・配布される

資料を含む）を教員が任意で選定し使用できる旨が明文化された。 

 発行主体 民間の出版会社が発行している。国としての指定制度は存在しない。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

宗教科を除いて検定は無く，開申の仕組みがある（全国出版社協会のインタ

ーネットサイト）。宗教科（カトリック）の教科書は，発行前にカトリック教

会による検閲と印刷許可が必要である。 

 
採択・選定など

の制度 

イタリア共和国憲法第 33 条「教授の自由」を受けて，1994 年の委任法 297
号（公教育枠組法）および 2013 年 128 号法律第 6 条による修正で，「教員ら

の自由な選択」を前提とする教員会による決定の権限が規定される。 

 使用義務の有無 

使用義務はない。むしろ 2013 年 128 号法律第 6 条に，教員や児童生徒らに

よるデジタル教材の開発を通じて教科横断的な知の再構築を促す旨が明文

化された。 

 有償・無償 教科書購入について，小学校は無償，中学校と高等学校は有償。 

 給与・貸与 
小学校は給与，中学校以上は私費による購入。ただし，州によって公的な貸

与制度を設けている場合もある。 

 教科書の特色 かなり分厚いものも多く問題化している一方で，デジタル化を進めている。 

デジタル教科書の状況 

EU の勧告を受けて，イタリア教育省は，2015 年の通称「よき学校」法のも

と「デジタル・スクールのための国家計画」（Piano Nazionale Scuola Digitale: 
PNSD）を推進，ガイドライン「デジタル・スクール」（2015 年）をまとめた。

教科横断的な発想で知の再構築を図ること，そのためには分解したり他分野

に応用したりできる「流動的な」コンテンツの開発を促すという。出版界に

働きかけるプロジェクト「デジタル出版」（Editoria Digitale）も発足している。

2013 年の法律 128 号の第 6 条「教科書と補助教材のコスト軽減」では，デジ

タル教科書開発をコスト削減の一環と明確に位置付け，「教員，学生，出版者

らの協働の可能性を提供するオープンなウェブ・プラットフォームを備えた

新世代の教科書を通じた情報処理言語の習得」を政府として推進するとして

いる。また同法は，教員及び生徒らによる自作デジタル教材の開発と，その

成果のウェブ上での全国的な共有を促すとした。これらが進行中である。 
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英国（グレートブリテン及び北アイルランド連合王国）＜イングランド＞ 

国の概要 

面積 243,000 km² 

人口 6,827 万人（2023 年） 

首都 ロンドン 

教育行政組織  

 国 教育省 

 地方 地方自治体（カウンティ，メトロポリタンカウンシル等） 

教育課程基準 ナショナル・カリキュラム（イングランド） 

教科書制度  

 教科書の定義 特に定義されていない。 

 発行主体 民間の発行者。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

自由発行。キーステージ 4（中等学校義務教育後期段階），およびシックスス

フォーム（後期中等教育）では，外部試験団体の試験詳述書に準拠した教科

書が発行される。 

 
採択・選定など

の制度 

自由。学校（教師）が選定。キーステージ 4 および後期中等教育の場合は，

その学校が選んだ外部試験の試験詳述書に準拠した教科書が選定される。 

 使用義務の有無 法的使用義務はない。 

 有償・無償 無償。独立学校の場合は義務教育段階でも有償。 

 給与・貸与 貸与。家に持ち帰ることはない。 

 教科書の特色 

教師が工夫して様々な教材を用意することが良いとされ，特に初等学校には

「反教科書主義」が存在したが，近年，質の高い教科書の重要性も指摘され

ている。英語科では，物語 1 冊を丸ごと読む単行本主義がみられる。 

デジタル教科書の状況 

電子黒板が普及していることから，それに対応した教科書が作られている。

PDA で利用可能な教材も作られている。また 2025 年 6 月にスターマー首相

が 187 万ポンドを投じて AI 時代に対応できるスキル育成向けのオンライン

教材を提供する発表した。 
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エストニア共和国 

国の概要 

面積 45,000 km² 

人口 約 133 万人（2021 年） 

首都 タリン 

教育行政組織  

 国 教育研究省 

 地方 
国内 2 大都市（タリン，タルトゥ）を除き，国が後期中等段階を管轄する。ただ

し，各市がすべての基礎教育（小学校と中学校）段階を管轄する。 

教育課程基準 
国定カリキュラムによる。オルタナティブ教育も存在するが，すべて国定カリキ

ュラムにしたがう。 

教科書制度  

 教科書の定義 学習材として規定されているが，教科書を定義する法律は無い。 

 発行主体 国が発行という形をとるものの，版権は出版社にある。 

 
国定，検定，認定

などの制度 
2008 年までは国によるチェックがあったが，それ以降は専門家による内容の確

認のみである。 

 
採択・選定など

の制度 
選択は学校による。基本的に教科担当教員が決める。 

 使用義務の有無 
義務ではない。実際には他に選択肢が無いため，多くの学校で教科書は使われて

いる。 

 有償・無償 
初等・中等段階とも無償。ただし，中等段階のワークブックは有料で生徒が購入

する。 

 給与・貸与 貸与。卒業時に生徒は学校に返却。ただし，5 年ほどで内容は更新される。 

 教科書の特色 
日本と似た形で教科書を中心に授業は展開される。ただし，本文でも示すとおり，

紙媒体での教科書の存在意義は薄くなり，オンライン教材が主流となっている。 

デジタル教科書の状況 
教材データベース「Opiq」が教育研究省下に置かれ，そこでは学習材へ誰でもア

クセスできる。 
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オーストリア共和国 

国の概要 

（オーストリア連邦 
産業院 統計年鑑2025） 

面積 8 万 3, 878km² 

人口 918 万人 

首都 ウィーン 

教育行政組織  

 国 連邦教育省および連邦女性・科学・研究省 

 地方 9 つの州が 31 学区に分かれる。各州に 1 教育委員会が置かれている。 

教育課程基準 
・連邦教育省作成によるカリキュラム：各教育段階，学校種で教えるべき教    
 科・活動と概要，授業時間数などを示したもの。 
・教育スタンダード：国語・算数（初等教育），国語・数学・英語（中等教育） 

教科書制度  

 教科書の定義 

学校教育法第 14 条第 1 項は「授業の中でなされる取組みを支援し，授業の

成果を確保する助けとなるもの」を「教材」と定義し，それらは「その内容

および形式が該当する教育段階のカリキュラム, 学校種に応じた教育スタン

ダードおよび評価テストに一致するものでなければならない」（同法第 14 条

第 2 項）としている。ここでの「教材」に教科書が含まれる。 

 発行主体 民間の教科書出版会社 

 
国定，検定，認

定などの制度 

出版社から提出された教科書は，有識者で構成される審議委員会で適格性を

検討される。必要な場合は修正指示などを経て，適格とされた教科書が政府

による教科書給付プログラム「教科書キャンペーン Schulbuchaktion」のオ

ンラインプラットフォームに掲載される。 

 
採択・選定など

の制度 

各学校の学校委員会で使用教科書を検討する。学校委員会は当該学校の校

長，教員，保護者代表で構成される。後期中等教育の第 1 学年以降は生徒代

表も教科書選定に参加し，採択する権利を持つ。 

 使用義務の有無 なし 

 有償・無償 初等・中等教育段階の学校で使用される教科書は無償。 

 給与・貸与 給与 

 教科書の特色 薄い，大判，カラフル 

デジタル教科書の状況 

デジタル教科書には，①プリント版教科書の内容を電磁的に記録したデジタ

ル教科書（E-Book），②インタラクティブな機能を備えたデジタル教科書（E-

Book+）の 2 つがある。デジタル教科書の使用は前期中等教育機関の第 1 学

年（日本の小学校 5 年生に相当）からであり，初等教育段階ではプリント版

教科書のみを使用することとなっている。2022／2023 年時点では，認定教科

書のうちプリント形式のみであるものは約 28％であり，7 割の教科書はプリ

ント版に加えて①ないし②の形式でのデジタル版を備えている。 
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オランダ王国 

国の概要 

面積 41,864 km² 

人口 1,810.4 万人（2025 年 8 月 オランダ中央統計局） 

首都 アムステルダム 

教育行政組織  

 国 教育・文化・科学省 

 地方 地方自治体（約 340） 

教育課程基準 
中等教育修了までに達成することが望まれる知識・技能として，教科・領域

ごとに中核目標が設定されている。2020 年以降，オランダ語など主要領域を

中心に，最新の社会的要請に即した目標への改訂作業が進められている 

教科書制度  

 教科書の定義 

法令上の定義はない。ただし教科書を含む教材は「形式及び内容の観点から，

教育的な学習状況における情報の伝達を企図したものであり，当該学年のカ

リキュラムでの使用が具体的に規定されているもの」と定義されている。 

 発行主体 
教師用資料やデジタル資料を含め，民間の出版社が自由に発行できる。教科

書を含む教材の発行，流通及び販売は，商業活動として展開されている。 

 
国定，検定，認

定などの制度 
国定，検定，認定等の制度は存在せず，自由発行制である。 

 
採択・選定など

の制度 

「教育の自由」に基づき，学校（設置者）が教科書を含む教材の選択権を有し

ている。他方で教師は，各専門機関が提供する情報等を活用しながら，教材

を主体的に選択しており，実務的には教師の裁量も大きいと考えられる。 

 使用義務の有無 
法的な使用義務はないが，教科書や教師用資料を中心に授業が構成される傾

向が強く，授業設計や学習評価の基盤として機能している。 

 有償・無償 
無償。2008 年に公布された教科書無償法により，学校が購入した教科書やワ

ークブック，デジタルライセンスが児童生徒に無償貸与されている 

 給与・貸与 

貸与。教科書は学校の資産の一部である。学校は包括的補助金として支給さ

れた経常費予算を使用し，教科書を含む教材の新規購入を検討する。学校が

デジタルライセンスと紙の教材を購入すれば，児童生徒は各種デジタル教材

にアクセスでき，かつワークブックなど紙の教材を所有することができる。 

 教科書の特色 

自由発行制であるため，出版社は市場の需要やカリキュラムの変化に応じて

教科書を柔軟に改訂・発行している。多様性・包摂性への配慮から，教科書

における植民地時代や歴史記述のあり方を見直そうとする動きがある。 

デジタル教科書の状況 

国が指定する標準的なデジタル教科書は存在しないが，学校教育へのデジタ

ル教材の導入が進められている。2023 年度の調査では，多くの教師がデジタ

ル教材へのアクセスを日常的に行っている点や，デジタルプラットフォーム

を利用した課題配信や個別の学習進度管理を行っている教員が 60％以上い

る点などが報告されている。また主要出版社が提供する教科書や資料は，紙

の教科書とデジタル教材の併用を前提として設計されており，オンライン課

題や進捗に応じた学習，進度に関するダッシュボードなどの機能により，児

童生徒の個別学習と教員の学習状況把握が可能となっている。 

 



欧州 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

スウェーデン王国 

国の概要 

面積 約 450,000 km² 

人口 約 1,058 万人（2024 年 9 月，スウェーデン中央統計局） 

首都 ストックホルム 

教育行政組織  

 国 
政策立案を担当する教育省の他に，執行機関として学校教育庁，学校監査庁，

特別教育庁，サーメ学校監督庁など。 

 地方 
広域自治体のレギオン(21)と基礎自治体のコミューン(290)があり，幼稚園，

基礎学校，高校等はコミューンが担当する。 

教育課程基準 ナショナル・カリキュラムとコースプラン，タイムプランが策定されている。 

教科書制度  

 教科書の定義 デジタルな要素の有無にかかわらず，印刷された学習教材(SFS2010:800)。 

 発行主体 
専門的な出版活動に従事する者が自由に発行できる。教材出版社団体には 17
社が加盟。 

 
国定，検定，認

定などの制度 
自由発行制（1991～）で，検定・認定・審査制度はない。 

 
採択・選定など

の制度 
学校が選定・採択する。校長の権限の下で主に教員が選定している。 

 使用義務の有無 

生徒は教育目標に応じた知識発達に必要な教科書，学習教材，その他の学習

ツールに無料でアクセスする権利がある(SFS2010:800)ため，学校は教科書

を用意する義務があるが，厳密な法解釈では教師に使用義務は認められな

い。 

 有償・無償 無償 

 給与・貸与 貸与が多いが，希望に応じて購入も可能。 

 教科書の特色 個別化，デジタル化への対応が充実している。 

デジタル教科書の状況 

中央政府が学校のデジタル化を優先事項としていたが，2022 年の政権交代後

は紙媒体の教科書等への投資に転換している。教科書出版各社はデジタル教

科書・教材を販売している。個人情報保護（特に GDPR（General Data Protection 
Regulation, Regulation(EU)2016／679)）への対応が喫緊の課題。 
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スペイン王国 

国の概要 

面積 50.6 万 km² 

人口 約 4,781 万人（2023 年） 

首都 マドリード 

教育行政組織  

 国 

教育・職業訓練省（Ministerio de Educación y Formación Profesional） 
科学・イノベーション・大学省  （El Ministerio de Ciencia, Innovación y 
Universidades）※大学教育 

 地方 17 の自治州の教育省と 2 つの自治都市 

教育課程基準 

教育・職業訓練省は，2020 年 3 月に新たに制定された教育基本法「教育質改

善基本法（通称 LOMLOE）」により，教育課程における全国共通の基準を定

めている。さらに各自治州の教育省は，地方分権により国が定めた基準に基

づき，省令により，各地の言語や文化に対する教育を行う独自の教育課程基

準を定めている。 

教科書制度  

 教科書の定義 

省令には，教科書とその他の教材の監修に関する規定の中に「1990 年の教育

制度基本法によって確立した教育課程の適用と発展のために，公立又は私立

の教育センター（学校）において教師や生徒に使用されている編集された教

科書やその他の資料は教育課程のための教材である」との定義がある。 

 発行主体 民間の発行者（教科書会社等） 

 
国定，検定，認

定などの制度 

国による検定制度も認可制度も設けられていない。教科書やその他の教材

は，出版後に教育行政機関が実施する通常の検定の中で許認可・管理される。 

 
採択・選定など

の制度 

教科書の選定・採択は学校が行う。学校では，教科書の選定方法に関するガ

イドラインに従って，教員が選定し，校長及び学校の委員会で選定された教

科書を採択する。 

 使用義務の有無 
使用義務はない。教員の裁量に委ねられている。実際には使用頻度は高く，

ほとんどの授業で使用されている。 

 有償・無償 
有償。国は，教科書の補助制度の充実や無償貸与の促進を図っている。また

自治州ごとに独自の補助制度を設けている。 

 給与・貸与 各自が購入するので，給与も貸与の制度もない。 

 教科書の特色 

頁数が多く，写真や挿絵がふんだんに使用された魅力的なデザインの教科書

が多い。1 冊 20～30 ユーロと高価である。各家庭は学校から配布される指定

教科書のリストに従い，新学期に書店等で教科書を購入する。 

デジタル教科書の状況 

民間の発行者（教科書会社等）が，ほとんどの教科でデジタル教科書を編集・

発行している。複数のデジタル教科書等のプラットフォームが存在し，学校・

教員はその使用を決定することができる。保護者はライセンスを購入するこ

とになる。近年の政府の教育における DX 化の数維新政策により，ICT 環境

も整備され，教員のデジタルコンピテンスの改善が図られている。 
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チェコ共和国  

国の概要 

面積 78,866km² 

人口 1,088 万人 

首都 プラハ 

教育行政組織  

 国 教育青年スポーツ省（Ministerstvo školství, mládeže a tělovýchovy） 

 地方 

基礎学校（初等＋前期中等教育段階）は市町村。 
後期中等教育機関であるギムナジウム，中等技術学校，中等職業学校は，14
の地域圏（州）。 

教育課程基準 

教育青年スポーツ省が定める『教育プログラムフレームワーク（以降フレー

ムワークと略記）』が教育課程の国家基準。フレームワークは，『基礎学校の

ためのフレームワーク』『ギムナジウムのためのフレームワーク』『専門教育

のための教育プログラムフレームワーク』の 3 つに類される。 
なお，フレームワークは教育目的，キーコンピテンシー，領域について定め

ている。2017 年の基礎学校フレームワーク改訂以来，インクルーシブ教育の

方向で改訂が行われている。 

教科書制度  

 教科書の定義 

『教科書の承認・取り消し，及び教科書を教科書リストに掲載するための手

続き・条件に関する教育青年スポーツ省通達』（2013 年）が教科書を定義付

けている。教科書とは，教育的に準備されたテキスト及び図版資料である。 
また，教科書は印刷された紙媒体や CD-ROM に記録されたものでなければ

ならない。コンピュータにダウンロードするコンテンツやインターネットブ

ラウザ経由でアクセスするクラウド上のコンテンツは教科書として承認さ

れない。 

 発行主体 
発行主体は，民間出版社，官庁，大学等である。2025 年 9 月の時点で教科書

の発行承認を受けた出版事業主は，基礎学校教科書で 56 団体。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

『学校教育法』（Zákon č. 561/2004 Sb.）は，教育青年スポーツ省が検定を行

い，フレームワーク及び『学校教育法』が定める教育目標に適合しているか

どうかを判断して，教科書に承認を与えたり取り消したりすると定めてい

る。ただし，中等教育段階の健康領域の教科書は，教育青年スポーツ省と保

健省との合意により承認を付与する。 

 
採択・選定など

の制度 

『学校教育法』は，フレームワークに反しない限り，学校はどのような教

科書を使用してもよいと定めている。校長は，学校で採択する教科書が，フ

レームワーク，及び『学校教育法』に定められた教育目的に反していないか

どうかを確認し，教科書の採択に責任を負う。ただし，実際に教科書や教材

を選定するのは教師である。 

 使用義務の有無 
各学校には検定教科書の使用義務はない。検定を経て付与された「承認」と

は，学校が教科書を購入する際の国費使用の条件である。 

 有償・無償 

基礎学校（義務教育 9 年間）は無償。 
後期中等教育機関（ギムナジウム，中等技術学校，中等職業学校のポスト義

務教育）は有償。 
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 給与・貸与 

基礎学校が検定教科書を使用する場合，教科書を購入し，無償で貸与する。

基礎学校第 1 学年の児童は，教科書を返却しなくてもよい。第 1 学年以外の

児童は，当該学年の年度末までに教科書を学校に返却しなければならない。 
後期中等教育段階では，教科書は生徒が各自で購入する。 
後期中等教育段階の校長は，少なくとも生徒数の 10 パーセントに相当する

冊数を無償貸し出し用の教科書・教材としてプールしておかなければならな

いと定められている。 

 教科書の特色 

基礎学校の教科書は，A4 判，あるいは A5 判よりもやや大きいサイズで，厚

さ 5ｍｍ程度の冊子である。紙質は上質な厚手でカラー印刷であり，イラス

トや写真が多用されている。ギムナジウムの教科書は，A4 判厚さ 5 ミリ程

度。紙質は上質だが基礎学校より薄手で，2 色刷りが多い。 

デジタル教科書の状況 

デジタル教材の開発は民間出版社，公共機関のプロジェクトの中で進められ

てきた。2007 年には，紙媒体の教科書の PDF 版に，追加関連情報，ビジュ

アル資料（写真，音声，ビデオ），ウェブサイトへのリンク等を掲載したイン

タラクティブ教科書が登場した 
2025 年現在，発売されているデジタル教科書やデジタルワークブックは，

様々なマルチメディア機能，インタラクティブ機能を備えている。対話型演

習，ビデオ学習，写真集，関連情報，ウェブリンク，オーディオ機能等が数

多く搭載されている。書き込んだり，自作のインタラクティブ素材を挿入し

たりすることもできる。なお，ネットでアクセスできるコンテンツは教科書

としては承認されていない。 
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デンマーク王国 

国の概要 

面積 43,000 km²（フェロー諸島及びグリーンランドを除く。以下同じ。） 

人口 約 601 万人（2025 年デンマーク統計局） 

首都 コペンハーゲン 

教育行政組織  

 国 子ども・教育省 

 地方 5 つの州（レギオン）と 98 の基礎自治体（コムーネ） 

教育課程基準 
国は「共通目標」で各教科の各学年での児童生徒の達成目標を定めている。

地方自治体は，共通目標や政府の施策枠組みの中で，教育計画や授業時間数，

独自の教育施策などを策定する。 

教科書制度  

 教科書の定義 
特に法律で定義されたものはなく，様々な教材（Læremidler）の一つという位

置付け。 

 発行主体 

出版社をはじめ，民間企業など多様な主体が自由に発行できる。主たる発行

者は 2 社でグルデンダル社（Gyldendal）グループとエグモント財団（Egmont）
のグループであり，教育段階に応じて異なるグループ会社が発行している。 

 
国定，検定，認

定などの制度 
国定，検定，認定などの制度はない。自由発行制である。 

 
採択・選定など

の制度 
各学校が，教員の希望や意見を尊重した上で採択している。 

 使用義務の有無 

法的使用義務はない。教員は様々な教材から児童生徒に適した教材を適時使

用している。各教科の共通目標を達成するための主たる教材の一つとして教

科書が使用されている。教師用指導書や補助教材もある。 

 有償・無償 

無償。ICT 環境や教材に対しては自治体が予算を拠出している。 
「UniLogin」という共通の ID とパスワードで複数のサービスにログインでき

るシングルサインオンにより，児童・生徒と教員はデジタル教材を無料で使

用することができる。国民学校法 19 条 1 項に無償で提供するとの記載。 

 給与・貸与 
貸与。国民学校法 19 条 1 項に無償で提供するとの記載があり，学校から貸し

出される。 

 教科書の特色 

教材を通じた生徒，教員と生徒間の対話を重視して編集されている。紙の教

科書とデジタル教材を一体的に使用されることが想定されている。紙の教科

書を PDF 化し機能を付与した教材より，マルチモーダルで双方向性を重視し

たデジタルラーニングポータルがデジタル教材の主流である。 

デジタル教科書の状況 

教育段階によって教材のデジタル化の過程や学校でのデジタル教材の使用

が異なる。小中学校段階では紙とデジタル教材の使用は半々くらいである。

後期中等教育であるギムナジウムと職業教育ではと大きく異なり，ギムナジ

ウムでは 8 割程度は紙の教科書を使用している。一方で職業教育では 8 割程

度がデジタル教材を使用している。 
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ドイツ連邦共和国 

国の概要 

面積 357,000 km² 

人口 約 8,482 万人（2023 年 6 月，独連邦統計庁） 

首都 ベルリン 

教育行政組織  

 国 連邦教育・家族・高齢者・女性・青少年省，連邦研究・技術・宇宙省 

 地方 16 州：州文部省 

教育課程基準 
・教育スタンダード（各州文部大臣会議）：初等教育段階・初級修了証・中級

修了証・一般的大学入学資格の主要教科 
・学習指導要領（州文部省） 

教科書制度  

 教科書の定義 統一的な定義はない。法令（教科書認可規程など）で定義している州がある。 

 発行主体 民間の教科書会社（70 数社）が発行している。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

教材の認可を行っている州（11 州），認可を行いない州（5 州）がある。 
認可の方式として，検定と簡略化された方式（認可の条件を満たしているこ

となどの申告に基づき認可）とがあり，学校種，教科によりどちらの方式に

よるかを，州文部省が決定している。 

 
採択・選定など

の制度 

教材認可が行われている州では，州文部省により教科書リストが作成されて

おり，そのリストの中から各学校が教科書を採択する。教材の認可が行われ

ていない州では，教科書リストが作成されておらず，各学校が直接，使用す

る教科書を採択する。 

 使用義務の有無 
使用義務について，法令等で直接的に規定していないが，各州の省令等にお

いて教科書の使用に関する規定がみられる。 

 有償・無償 

無償貸与の州，有償貸与の州，有償の州などがある。 

 給与・貸与 

 教科書の特色 
特定の州向けの教科書が発行されている場合がある。貸与制をとる州が多い

ことから，ハードカバーなど，数年間の使用に耐える教科書となっている。 

デジタル教科書の状況 
出版社により紙媒体の教科書に諸機能を加えて作成されているデジタル教

科書，研究者や研究機関により作成されているデジタル教科書，オープン教

育リソース（OER）形式の教科書がある。 
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ノルウェー王国 

国の概要 

面積 384 483 km² 

人口 560 万 6944 人（2025 年第 2 四半期：ノルウェー中央統計局） 

首都 オスロ 

教育行政組織  

 国 

教育および研究を管轄する教育研究省（Kunnskapsdepartementet）のもとで，

幼稚園から後期中等教育を管轄する執行機関としての教育訓練局

（Utdanningsdirektoratet）がある。 

 地方 

広域自治体（fylkeskommune）が後期中等教育，基礎自治体（kommune）が基

礎学校および幼稚園を管轄する。広域自治体レベルには，国の代表としての

知事および機関（statsforvalter）も置かれている。 

教育課程基準 

「教科刷新（Fagfornyelsen）」と呼ばれる改革によって，2020 年から改訂ナシ

ョナル・カリキュラム「クンスカプスロフテ 2020（LK20）」が実施されてい

る。カリキュラムは，①総則（全体方針），②教科のカリキュラム，③教科・

時間配分の 3 つから構成される。 

教科書制度  

 教科書の定義 

2023 年に改正された教育法では，「教科書（lærebok）」の定義がなくなってお

り，「教材（læremiddel）」の定義が示されている。教材とは，「教育のために

開発され，教育において定期的に使用され，教科のカリキュラムの重要な部

分を網羅する，すべての印刷物，非印刷物，デジタルな要素のことを意味す

る（§15-3）」。 

 発行主体 通常，出版社が発行している。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

検定制度（godkjenningsordning）が 2000 年に廃止されてから，自由発行制。

教育訓練局は，学校・出版社が参考にできる教材の質評価ツールを策定した。

現在，ノルウェー語，英語，数学の教材のためのチェックリストがある。 

 
採択・選定など

の制度 

学校設置者（自治体等），学校管理職，教員のうち，学校管理職が主導し教員

を巻き込んだ共同的なプロセスで決定する場合が最も多い。続いて，教員チ

ームからの提案，個々の教員からの提案で決定する場合がある。 

 使用義務の有無 

教科書の定義が教育法から削除されたため，教科書の使用義務はないと考え

るのが妥当である。ただし，どのような教材を使用するかについては規定が

ある（正書法が適用されていることやノルウェー語の 2 つの書き言葉である

ブークモールとニーノシュクの両版があるもの等）。 

 有償・無償 
教育法の規定により，基礎学校および後期中等教育においては教科書・教材

は基本的には無償である（教育法§2-5, §5-8）。 

 給与・貸与 
法的な規定があるかは未確認であるが，通常，教科書・教材は学校設置者／

学校所有であり，生徒が在籍中に無償貸与される。 

 教科書の特色 
近年では，出版社は紙媒体の教科書とデジタル教材やプラットホームを含め

た「教材セット（læreverk）」を販売している。 

デジタル教科書の状況 

2020 年のカリキュラム改定（「教科刷新」）の前後には，国はデジタル教材の

開発や購入に力を入れていた（デジタル教材開発に対する補助金，デジタル

教材購入に対する補助金の提供など）。学校では，通常印刷された教材とデジ

タル教材の両方が使用されている（2021 年時点）。一方で，2024 年以降は，

バランスのとれたデジタルおよびスクリーンの利用について国が様々な勧

告を行っている。 
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フィンランド共和国 

国の概要  

面積 338,000 km² 

人口 565 万人（2025 年 7 月時点） 

首都 ヘルシンキ 

教育行政組織  

 国 
政策機関：教育文化省（Opetus- ja kulttuuriministeriö） 
執行機関：国家教育庁（Opetushallitus） 

 地方 
政策機関：地方議会の教育委員会（文教委員会） 
執行機関：基礎自治体の文教部（Syvistystoimi：実際には様々な名称） 

教育課程基準 
『全国基礎教育教育課程基準』 
（Perusopetuksen opetussuunnitelman perusteet 2014） 

教科書制度  

 教科書の定義 教科書の位置付けを法的に示すものはない。 

 発行主体 
民間出版社 
（Sanomapro 社，OTAVA 社，SCHILDTS & SÖDERSTRÖMS 社など） 

 
国定，検定，認

定などの制度 
自由発行制。かつては，教科書検定制度が存在したが 1992 年に廃止。 

 
採択・選定など

の制度 
自由採択制 

 使用義務の有無 なし。使用を規定する法令等はない。 

 有償・無償 初等教育，前期中等教育，及び後期中等教育，いずれも無償。 

 給与・貸与 貸与 

 教科書の特色 

個に応じた教育に対するニーズの高まりが教科書にも反映されており，同一
内容でありながら難易度の違いがあるもの，フィンランド語以外を母語とす
る児童生徒向けの教科書などが一部教科・科目において作成されている。近
年は，多様性への対応をデジタル版が担う場合もあるという。 

デジタル教科書の状況 

教科書及び教科書準拠のワークブックは，初等・中等教育段階ともに紙版と
デジタル版双方で刊行されている。現状では，初等及び前期中等教育では紙
版が主流（紙 85％，デジタル 15％），後期中等教育ではデジタル版が主流（紙
15%，デジタル 85％）。後期中等教育段階では，大学入学資格試験のデジタ
ル化，義務教育年限延長に伴う教科書の無償化により，デジタル化が一気に
進んだ。デジタル教科書については，近年，年間サブスクリプション型（す
べてのデジタル教材にアクセス可能）を導入する出版社も出てきている。  
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フランス共和国 

国の概要 

面積 544,000 km² 

人口 約 6,706 万人（2020 年 1 月 1 日，仏国立統計経済研究所） 

首都 パリ 

教育行政組織  

 国 国民教育省 

 地方 国の出先機関として大学区と県レベルの国民教育県事務局。 

教育課程基準 
国民教育省は，省令により，学校段階ごとの教育課程の基準として学習指導

要領を定めている。 

教科書制度  

 教科書の定義 

教科書は自由発行，自由採択制であるが，教科書の値段に関する政令の規定

のなかに「初等・中等教育等の枠内で一般的に用いられ，担当大臣により予

め定められ承認された学習指導要領に対応するために作成された」ものとの

定義がある。 

 発行主体 民間の発行者（出版社等）が自由に発行できる。 

 
国定，検定，認

定などの制度 
自由発行制であり，検定等はない。 

 
採択・選定など

の制度 
自由採択制であり，一般に各学校において教員（集団）が選択する。 

 使用義務の有無 使用義務はない。 

 有償・無償 

コレージュ及び特別支援学校については，教科書の供給は国の責任であると

の法令に基づき無償である。小学校の場合，実態としては，設置主体である

市町村が教科書の購入費を支出している。リセについては，有償制がとられ

てきたが，現在ではほぼ全地域圏で無償となっている。 

 給与・貸与 貸与。各年度で氏名を記載し家に持ち帰ることもできる。 

 教科書の特色 一般に大きくかつ重い。デジタル教科書普及の一因ともなる。 

デジタル教科書の状況 

2009 年度より国民教育省主導のデジタル教科書使用の試行が始まる。各学校

の「学習のデジタル・プラットフォーム」の一部に位置付けられている点が

特徴的である。また，国立遠隔教育センター（CNED）から充実したネット

教材が提供されている。 
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ポーランド共和国 

国の概要 

面積 322,000 万 km² 

人口 約 3,768 万人（2023 年 8 月：ポーランド中央統計局） 

首都 ワルシャワ 

教育行政組織  

 国 国民教育省（初等中等学校等を所管）と科学・高等教育省 

 地方 県（16 県）・郡（powiat,373 郡）・コミューン（gmina，2,486 自治体） 

教育課程基準 「基礎プログラム（国家カリキュラム基準）」（国民教育省） 

教科書制度  

 教科書の定義等 
定義に関する法的規定はない。しかし「教科書」は，国民教育省の「基礎プ

ログラム（国家カリキュラム基準）」に準拠したものでなくてはならない。 

 発行主体 
2017 年（抜本的な教育改革が行われた年）から国定教科書が中止され，すべ

て民間の教科書会社が発行することになった。 

 
国定，検定，認

定などの制度 
検定・認可 

 
採択・選定など

の制度 

学校の教師が使用する教科書を自由に選定・採択することができる（共同採

択も可能）。しかし初等学校（義務教育）では無償・貸与制となっているので，

その教科書の採択は 3 年ごとの更新時に行なわれ，学校の備品になるので学

校としての採択となる。ポータルサイトの電子版教科書は教師が自由に無償

で採択・使用できる（児童生徒も使用）。 

 使用義務の有無 
教科書の使用義務はないが，国の「検定・認可」を受けた教科書を使用しな

くてはならない。 

 有償・無償 
初等学校の教科書は，宗教の教科書を除いて無償。宗教の教科書は有償。 
高等学校（4 年制と 5 年制）の教科書は有償。 

 給与・貸与 初等学校の教科書は無償貸与。（宗教の教科書を除く） 

 教科書の特色 
小学校 1～3 年生の教科書は合科型教科書になっている。それ以降の学年は

教科別教科書となっている。 

デジタル教科書の状況 

「デジタルスクール事業」の実施に伴い，公開型電子版教科書がポータルで

提供され，保護者もアクセスできるようになった（世界でも最初の試みと言

われている）。現在は，国民教育省が設置する新しいポータルサイトで公開さ

れているが，モジュラー型教科書となっており，双方向型教材も組み込まれ

た「デジタル教科書」となり，無償で公開されている。2024 年以降には政府

の「AI 戦略」に基づき，教育や教科書の在り方の検討が求められている。 
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ポルトガル共和国  

国の概要 

（外務省 HP より） 

面積 92,225km² 

人口 約 1,020 万人（2024 年，世界銀行） 

首都 リスボン市 

教育行政組織  

 国 
教育科学イノベーション省（Ministério da Educação, Ciência e Inovação）が就

学前教育，基礎教育，中等教育，高等教育を所管する。 

 地方 308 市（自治体）。各市には，市教育評議会（CME）がある。 

教育課程基準 

2018 年政令法第 55 号で定められた全国統一の教育課程ごとの基準がある。 
カリキュラム参照文書として，「義務教育修了時の生徒像」，「必須学習」，「市

民性教育国家戦略」がある。各学校には，基本カリキュラム・マトリックス

の最大 25％までカリキュラムを独自に編成する権限が認められている。 

教科書制度  

 教科書の定義 

教科書（manual escolar）とは，「教育・学習の過程において関連性の高い，た

だし排他的ではない教育的・教育学的資料であり，基礎教育および中等教育

のナショナル・カリキュラムに定められたコンピテンシーおよび学習の発達

に寄与することを目的として，学年または学習期ごとに設計され，生徒の自

律的な学習を支援するものであり，現行プログラムの中核的内容に対応する

情報を提示するとともに，教育活動および学習評価に関する提案を含むこと

ができる（教員の業務に関する指針を含む場合がある）」と 2026 年 8 月 28 日

付法律第 47 号第 3 条 b で定義されている。 

 発行主体 
民間の出版社。どこの出版社でも発行できるが，教科書の誤記や脱落の修正，

必要な正誤表の交換や購入者への配布に生じる費用負担の責任を負う。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

公募で国に認められた教科書の評価・検定を行う団体（評価検定団体）によ

る検定制度。一部の科目は検定制度の対象外である。 

 
採択・選定など

の制度 

教科書の使用の有無および教科書の選定は学校グループ，もしくは各学校の

教育評議会が決定する。各学校の全学年・全教科の採用教科書情報は，教育

科学イノベーション省教育総局のウェブサイトで公開されている。 

 使用義務の有無 
使用義務はない。ただし，教科書を使用する際には，教育科学イノベーショ

ン省が発表する検定教科書のリストの中から採択する。 

 有償・無償 公立学校と，国との間で資金調達協定を締結した私立学校は無償。 

 給与・貸与 
原則貸与制であるが，2023/2024 年度から 1～4 年生までは返却義務がなくな

り，実質給与制となっている。5 年生以上は，返却義務のある貸与制。 

 教科書の特色 
教科書の表紙はハードカバーではなく，厚紙程度。良好な状態で返却するた

めに，教科書カバーを使う生徒もいる。任意科目の宗教の教科書は安い。 

デジタル教科書の状況 

「デジタル教科書パイロットプロジェクト」を通して 2020/2021 年度から

2024/2025 年度までに延べ 53,906 人の生徒がデジタル教科書を使用した。 
2019/2020 年度以降デジタル教科書を一部導入してきたマデイラ自治地域で

は，2025/2026 年度に公立学校の 5～12 年生全員に導入予定。 
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ロシア連邦 

国の概要 

面積 17,100,000 km² 

人口 1 億 4,612 万人（2025 年 1 月） 

首都 モスクワ 

教育行政組織  

 国 連邦教育省，連邦科学・高等教育省，連邦文化省，連邦スポーツ省 

 地方 

連邦構成主体 83（ロシア連邦では国際法により認められていないウクライナ

のクリミア共和国，セヴァストポリ特別市，ドネツク人民共和国，ルガンス

ク人民共和国，ザポリージャ州，ヘルソン州を含めて 89 としている） 
地方自治体 2606（2021 年 1 月）  

教育課程基準 連邦基礎普通教育プログラム 

教科書制度  

 教科書の定義 

「情報，図書館司書と出版に関するスタンダード・システム：出版。基本的

種類：用語と定義」（2004 年 7 月 1 日付）に教科図書の定義がある。「科学的

または応用的な性質の体系化された情報を含み，学習と教育に便利な形式

で，様々な年齢と教育段階の生徒向けに作成された出版物。」 

 発行主体 
民間（出版社）。最大手はソ連時代に国営であった教科書出版社プロスヴェシ

チェニエである。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

検定制。検定で合格し推薦された教科用図書は「連邦教科書一覧」に掲載さ

れる。 

 
採択・選定など

の制度 
学校が「連邦教科書一覧」から選定・採択する。 

 使用義務の有無 
有り。（ただし「教員の学問の権利と自由」（2012 年連邦教育法第 47 条第 3
項）に教科書，参考書，教材等を教員が選択する権利に関する規定がある。） 

 有償・無償 無償（2012 年連邦教育法 35 条） 

 給与・貸与 貸与 

 教科書の特色 

子どもの健康を考慮し教科書の重量が規制されている。1 冊の重量は第 1～4
学年は 300 グラム，第 5～6 学年は 400 グラム，第 7～9 学年では 500 グラ

ム，第 10～11 学年では 600 グラムを超えてはならない（連邦消費者権利保

護管理庁制定，2017 年）。 

デジタル教科書の状況 
2015 年 1 月 1 日から「連邦教科書一覧」に登録されるすべての教科書には，

付属のデジタル版が作成されている。 



中東 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

アラブ首長国連邦 

国の概要 

面積 83,600 km² 

人口 約 1,006 万人（2023 年 IMF） 

首都 アブダビ 

教育行政組織  

 国 連邦政府（教育に関する権限を保持） 

 地方 首長国政府（主に私立学校について管轄） 

教育課程基準 
・連邦政府が設定する課程基準が存在。 
・私立学校は，他国の多様なカリキュラムに準拠するものも。 

教科書制度  

 教科書の定義 特に法律等で定義されたものはない。 

 発行主体 連邦政府のカリキュラムに準拠する場合は連邦政府。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

・イスラームやアラビア語などの科目は国定。 
・連邦政府のカリキュラムの場合，理系科目は，民間の教科書会社が作成し

たものを国定に近い形で使用。 

 
採択・選定など

の制度 
地方に基づいた採択・選定といった制度は見られない。 

 使用義務の有無 連邦政府のカリキュラムを採用する学校には使用義務。 

 有償・無償 UAE 国民には教科書・教材等は無償。 

 給与・貸与 給与 

 教科書の特色 

・例えば「イスラーム学習」の教科書の場合，1 学年で 2 パートに分かれて

おり，それぞれ 150～300 頁とかなり量が多い。 
・教科書に加え，教員ガイドや演習ノート（特に理系科目）のセットになっ

ているものが見られる。 

デジタル教科書の状況 
・連邦政府のカリキュラムに準じた教科書については，Al-Diwan というウェ

ブサイト・アプリケーションで電子化されている。UAE 人や UAE 在住外

国人などが利用可能。 

 



中東 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

イラン・イスラム共和国 

国の概要 

面積 1,648,195 km² 

人口 9240 万人（2025 年，世界人口白書 2025） 

首都 テヘラン 

教育行政組織  

 国 教育省 

 地方 州 

教育課程基準 国定カリキュラム 

教科書制度  

 教科書の定義 国定教科書が存在する。 

 発行主体 国家 

 
国定，検定，認

定などの制度 
国定教科書 

 
採択・選定など

の制度 
国定教科書 

 使用義務の有無 使用義務がある。 

 有償・無償 有償（私費による購入） 

 給与・貸与 給与 

 教科書の特色 一冊の単価は一般書に比べて安価。 

デジタル教科書の状況 教科書がインターネット上で公開されている。 

 



中東 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

カタール国 

国の概要 

面積 11,427 km² 

人口 約 271 万人（2018 年 4 月／カタール開発計画・統計省） 

首都 ドーハ 

教育行政組織  

 国 教育・高等教育省（2016 年まで最高教育評議会） 

 地方  

教育課程基準 
・教育・高等教育省が定める教育課程基準が存在。 
・インターナショナル・スクールや大使館が関わる学校の多くは独自のカリ

キュラムを採用。 

教科書制度  

 教科書の定義 特に法律等で定義されたものはない。 

 発行主体 カタールのカリキュラムに準拠する場合は教育・高等教育省。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

・一部科目（「イスラーム教育」や「カタールの歴史」）は国定制。 
・理科などの科目は民間の教科書会社が作成したものを国として監修。 
・カタール外のカリキュラムに基づく場合，政府から使用許可を得る。 

 
採択・選定など

の制度 
地方に基づいた採択・選定といった制度はない。 

 使用義務の有無 
以前は教科書の使用義務はなかったが，現在はアカウンタビリティ保持の観

点から教科書を使用することを政府が要求。 

 有償・無償 カタール国民には教科書・教材等は無償。 

 給与・貸与 給与 

 教科書の特色 

・一般的にページ数が多く，「イスラーム教育」や「カタールの歴史」の教科

書を外国人が購入する場合，高額となり負担が増えることも問題に。 
・カタールの政治的立場と反する教科書は使用が認められない。 

デジタル教科書の状況 
・初等教育，予備教育，中等教育段階の生徒（約 100,000 人）に対してタブ

レットを支給し，教科書・教材の ICT 化の促進。 

 



中東 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

トルコ共和国 

国の概要 

面積 780,576 km² 

人口 85,664,944 人（2024 年，トルコ国家統計庁） 

首都 アンカラ 

教育行政組織  

 国 教育省 

 地方 県教育局 

教育課程基準 教育省の定めたカリキュラム 

教科書制度  

 教科書の定義 教育省の「教科書と教材に関する規定」で定められている。 

 発行主体 
教育省発行の教科書と民間発行の教科書がある。教科書発行のためには教育

省の認可が必要。 

 
国定，検定，認

定などの制度 
教育省による検定がある。 

 
採択・選定など

の制度 
採択の選択肢は少ない。 

 使用義務の有無 有 

 有償・無償 無償 

 給与・貸与 給与 

 教科書の特色 
すべての教科書の冒頭に，トルコ国旗・国歌とアタテュルクの肖像画を載せ

ることが規定されている。 

デジタル教科書の状況 教科書はデジタル化され，教育省のウェブサイトで公開されている。 

 



アフリカ 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

エジプト・アラブ共和国  

国の概要 

面積 約 1,000,000km² 

人口 約 1 億 600 万人 (2024 年, エジプト中央動員統計局) 

首都 カイロ 

教育行政組織  

 国 
教育・技術教育省 (主に中等教育段階以前を管轄)，高等教育段階は高等教育

省，イスラーム学校はイスラーム総合機構アズハルの管轄 

 地方 

エジプトの教育行政は中央集権的な性格が強いといわれる。県行政機構には

教育局 education directorates が，さらにその下に全国 290 の教育地区が置か

れている。 

教育課程基準 
いわゆるナショナルカリキュラムの策定は, 国家及び政府(教育大臣)が主導

することが憲法及び教育法において明記されている(2014 年憲法 第 19 条，

1981 年法第 139 号 第 2 条等)。 

教科書制度  

 教科書の定義 教科書と他の教材の違いを区別する規定は不明。 

 発行主体 

複数の民間会社が教科書開発に関わっているが，いずれの教科書であっても

著作権は全面的に教育省にあることが法律で規定されている(2014 年教育省

令第 263 号 第 12 条)。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

教材の国家管理を徹底する方針は関連する法律において一貫しており, 実質

的に国定制といえる教科書制度をとっている。なお，教科書開発にあたって

は教育・技術教育省内外の関連部署の代表者をメンバーにした「学習図書・

出版物および教育方法常設委員会」を設置することになっている(2014 年教

育・技術教育省令第 263 号 第 1 条)。 

 
採択・選定など

の制度 
教科書は各教科につき 1 種類であり，全国一律の教科書が用いられている。 

 使用義務の有無 
使用義務に関する法的根拠の規定は不明。ただし，国が配布する(教科書を含

む)教材以外の使用は制度上厳しく制限される（1964 年法第 10 号 第 1 条）。 

 有償・無償 

憲法は全ての公立学校の無償性を強調している(2014 年憲法 第 19 条)。ただ

し，実際には教科書代等の名目で費用が徴収されている。なお，後述のとお

り教科書の PDF 版をインターネット上で無料で取得できるため，実質的に

全国民が無償で教科書を利用できる。 

 給与・貸与 教科書は給与される（上記の例があるので一部有償）。 

 教科書の特色 

教科書は教科ごと，学年ごとに作成され，基本的にはエジプトの学年暦にあ

わせて前期と後期に 1 冊ずつ別々の教科書が準備されている。いずれの教科

書も色彩豊かであり，挿絵も充実するなど学習者が学習内容に興味をひくよ

うなデザインが意識されている。教科書のページ数は教科や学年, 学校段階

によっても異なるが, 例えば小学校 1 年生前期のアラビア語教科書(2025／
2026 年度版)の場合, PDF 版で全 156 頁ある。 

デジタル教科書の状況 

紙媒体の教科書を電子化した電子版を教育・技術教育省等の web サイトで全

編公開している。また，政府は ICT の活用に非常に積極的であり, Ḥiṣaṣ 
Misr(https://www.hesas.eg/home)などwebサイトでの学習プラットフォームの

構築を急速に進めている。 



アフリカ 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

ケニア共和国 

国の概要 

面積 583,000 km² 

人口 5,643 万人（2024 年：世界銀行） 

首都 ナイロビ 

教育行政組織  

 国 教育省 

 地方 47 カウンティ（就学前教育を除いて，地方分権化していない） 

教育課程基準 カリキュラム・デザイン（旧カリキュラムでは，シラバス） 

教科書制度  

 教科書の定義 
特に定義されていない。基礎教育法（2013 年）では，コース・ブック（course 
books）と記載され，教科書（textbooks）という用語は使われていない。 

 発行主体 

民間の出版社（20 社程度）が発行している。出版社数は教科により異なり，

例えば，初等学校の農業の場合，16 社と多いが，社会は 8 社，英語は少なく

3 社のみ。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

国（具体的にはケニア・カリキュラム開発研究所：KICD）が認定する。全国

の公立学校に対して同一の教科書（学年と科目により出版社は異なる）が無

償配布され，使用されている。 

 
採択・選定など

の制度 

旧制度においては，KICD の認定を受けた教科書リストの中から，各学校が

選定し，政府から交付される人頭補助金の中から購入していた。しかし，新

カリキュラムが導入された 2018 年以降は，政府により無償配布が全公立学

校に対して行われるようになった。ここで配布される教科書の出版社の選定

方法は入札による価格競争で（配布するための運送費を含む），学年および科

目によりまったく異なる。科目による連続性もない（例えば，英語の教科書

で，4 年生，5 年生，6 年生が使用する出版社はすべて異なる）。さらに，生

徒数が増えても新たな教科書が補充されるわけでもない（数年も使用する

と，表紙やページの一部が無くなくなるなど損傷がひどい）。 

 使用義務の有無 
使用義務はない（都市部に多くある低学費私立学校などでは，各自の教科書

を持たない生徒が非常に多い）。 

 有償・無償 無償（ただし，配布が遅れる） 

 給与・貸与 貸与 

 教科書の特色 
3 年生の教科書の場合，厚さは 8～12mm 程度。無償配布であるが，書店で購

入すると 1 冊 3～4 ドル程度（日雇い労働者の 1 日分の賃金に相当）。 

デジタル教科書の状況 
現在使用されていないが（教室で実際に使用されたケースはほとんどない

が，2010 年代にデジタル教科書が存在したことはある），政府により学校教

育における ICT の活用や教材のデジタル化は推進されている。 



アフリカ 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

マラウイ共和国 

国の概要 

面積 11.8 万 km² 

人口 2,093 万人（2023 年：世界銀行） 

首都 リロングウェ 

教育行政組織  

 国 教育省 

 地方 6 群教育事務所・34 県教育事務所 

教育課程基準 国家カリキュラム 

教科書制度  

 教科書の定義 特に定義されていない。 

 発行主体 

初等教育用教科書はマラウイ教育研究所（Malawi Institute of Education: MIE）
が発行しており，前期・後期中等教育用教科書は政府発行もあるが，広く民

間出版社が発行したものが使用されている。 

 
国定，検定，認

定などの制度 
国（マラウイ教育研究所 MIE）が認定する。 

 
採択・選定など

の制度 
国で認定した教科書は 1 つであるため，採択・選定はない。 

 使用義務の有無 使用義務はない（児童一人につき教科書は配布されていない）。 

 有償・無償 無償（一部，本屋で有償でも購入できる） 

 給与・貸与 貸与 

 教科書の特色 

初等教育用教科書は A5 サイズで，持ち運びに便利である。児童のノートと

同じサイズであり，2006 年度以降の改訂版の多くはカラー印刷となってい

る。前期・後期中等教育用教科書は民間から発行され，複数の種類が存在し，

教師の裁量によって選択される。 

デジタル教科書の状況 現在，存在しない。 

 



アフリカ 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

南アフリカ共和国 

国の概要 

面積 1,220,000 km² 

人口 6,203 万人（2022 年：世界銀行） 

首都 プレトリア 

教育行政組織  

 国 基礎教育省 

 地方 州（9 州）と地方教育事務所（89） 

教育課程基準 Curriculum and Assessment Policy Statement (CAPS) 

教科書制度  

 教科書の定義 
特に法律で定義されたものはない。「学習教授支援材」（LTSM）の一つに含ま

れる。 

 発行主体 民間の教科書会社，NGO などが自由に発行できる。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

検定制度。教科書審査委員会で必要要件を満たしたと認定された教科書は基

礎教育省の発行する教科書目録(National Catalogue)に登録される。基礎教育

省が著作権を持つ教科書も作られている。義務教育段階を対象に基礎教育省

の作成した無料のワークブックが学校に配布されている。 

 
採択・選定など

の制度 

各学校が教科書目録から各教科で使用する教科書を選定する。選定した教科

書を必要部数購入するのに必要な予算を州教育省に届ける。州が購入・配布

する学校と，学校管理委員会(SGB)が直接発注する場合とがある。 

 使用義務の有無 法的使用義務はない。 

 有償・無償 

無償。多くの学校は州教育省を通して購入するが，予算不足等で全員に行き

届かないこともある。子どもの教育サービスを充実させるために，授業料を

徴収してもよいことになっているが，全国の学校の過半数は授業料不徴収学

校である。 

 給与・貸与 貸与 

 教科書の特色 

11 公用語に対応するため，低学年では教科書の種類が多い。教科書の記述は

内容の正確さとともに，人種的平等への配慮が重視される。基礎教育省の作

成したワークブックはフルカラー。 

デジタル教科書の状況 

南アフリカ政府は 2025 年までに公立学校のデジタル化を優先政策とし，ICT
インフラ整備とデジタル教科書（e-textbooks）の段階的導入を進めている。

基礎教育省（DBE）は「Digital Learning Platform（DLP）」を中心に，4～9 年

生向けの電子教科書や学習支援教材を提供しており，理数科を中心にオンラ

イン教材の利用が拡大している。これらは国家リテラシー戦略（2024–2030）
や BELA 法（2024 年）に基づく教育改革の一環である。2025 年時点で，DLP
は全国公立校の約 43％に導入され，45 万台超の端末が配備された。農村部

では電力・通信環境や端末不足などの制約が依然大きく，導入格差が課題と

なっている。教材の地域適合性や教師研修の不足も障壁として指摘される。

DBE は通信事業者や民間財団との公私連携（PPP）を強化し，接続性の改善

や盗難防止策を進めている。 
 



アフリカ 

海外教科書制度調査研究報告書（2025年版） 

モザンビーク共和国 

国の概要 

面積 79,9000 km² 

人口 3,463 万人 

首都 マプト 

教育行政組織  

 国 教育人間開発省 

 地方 
11 州（州と同格のマプト市を含む），128 郡 
州教育局，州社会福祉サービス局，郡教育青少年技術局 

教育課程基準 
1983 年法律第 4 号，1992 年法律第 6 号及び 2018 年法律第 18 号により定め

られている。 

教科書制度  

 教科書の定義 定義はない。 

 発行主体 民間の出版社（Texto Editora, Porto Editora，Plural Editora など） 

 
国定，検定，認

定などの制度 

教育人間開発省下に設置される教科書評価委員会及び教科別専門委員会が

検定を行う。 

 
採択・選定など

の制度 

初等教育では教育人間開発省が承認したものを使う。中等教育では「承認・

採用教科書目録」から選ぶ。目録の有効期間は原則 5 年間。 

 使用義務の有無 使用義務がある。（大臣令第 84/2016 号第 8 条） 

 有償・無償 
初等教育（1～6 年）は無償。 
中等教育は（7～12 年）は有償。 

 給与・貸与 初等教育は貸与（1 年単位での貸与，紛失した場合は弁償をする）。 

 教科書の特色 各学年において教科書のサイズが同じで統一感がある。 

デジタル教科書の状況 

普及していない。政府は印刷版とデジタル版の両方を提供すると表明してい

るが，教員組合は学校における電力未整備や教師・生徒への ICT 教育・訓練

の不足を理由に懸念を示している。これを受けて政府は，学校の ICT 環境の

整備を進めている。 

 




